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表紙

　以下の事項につきましては、法令および当社定款第15条の規定に基づき、株主の皆様にご
送付している書面には掲載しておらず、インターネット上の当社ウェブサイトなどに掲載する
ことにより株主の皆様にご提供しております。
・事業報告のうち、「主要な事業内容」「主要な事業所等」「主要な借入先」「従業員の状

況」「コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方」「会社の機関および主な会議体の
概要」「取締役・監査役候補者の指名の方針および手続」「社外役員に関する事項」「責任
限定契約の内容の概要」「役員等賠償責任保険契約の内容の概要」「取締役会の実効性評価
結果の概要」「当社が発行する株式に関する事項」「当社が保有する株式に関する事項」
「会社の体制および方針」ならびに「会計監査人に関する事項」

・連結計算書類（「連結財政状態計算書」「連結損益計算書」「連結持分変動計算書」および「連結注記表」）
・計算書類（「貸借対照表」「損益計算書」「株主資本等変動計算書」および「個別注記表」）
・監査報告（「連結計算書類に係る会計監査報告」「計算書類に係る会計監査報告」および「監査役会の監査報告」）

株主各位

第93期 定時株主総会招集ご通知
交付書面省略事項

2024年５月30日
（電子提供措置の開始日 2024年５月22日）
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主要な事業内容／主要な事業所等／主要な借入先

1 ＳＵＢＡＲＵグループの現況に関する事項

事業別名称 主要製品

自動車事業
レガシィ、レヴォーグ、レイバック、ＷＲＸ、フォレスター、ソルテラ
アセント、インプレッサ、クロストレック、ＳＵＢＡＲＵ ＢＲＺ
ＲＥＸ、ジャスティ、シフォン、ステラ、プレオプラス、サンバー

航空宇宙事業 航空機、宇宙関連機器部品
その他事業 不動産賃貸

名称 所在地
本社 東京都渋谷区
東京事業所 東京都三鷹市
群馬製作所 群馬県太田市、群馬県邑楽郡大泉町、埼玉県北本市
宇都宮製作所 栃木県宇都宮市、愛知県半田市
スバル研究実験センター 栃木県佐野市、北海道中川郡美深町

借入先 借入額（百万円）
株式会社みずほ銀行 70,500
株式会社三井住友銀行 33,000
信金中央金庫 20,000
三井住友信託銀行株式会社 18,000
株式会社三菱ＵＦＪ銀行 15,000
株式会社群馬銀行 15,000

事業報告

⑴ 主要な事業内容（2024年３月31日現在）

⑵ 主要な事業所等（2024年３月31日現在）
　① 当社

　② 国内子会社・海外子会社
　　第93期 定時株主総会招集ご通知 事業報告「⑷ 重要な子会社の状況等」（39～40頁）をご参照ください。

⑶ 主要な借入先（2024年３月31日現在）

－ 1 －



2024/05/17 12:35:17 / 23069813_株式会社ＳＵＢＡＲＵ_招集通知

従業員の状況

事業別名称 従業員数（名） 前期末比増減（名）

自動車事業 34,461 (7,495) 214 (40)

航空宇宙事業 2,671 (459) △45 (242)

その他事業 561 (410) 3 (△2)

合計 37,693 (8,364) 172 (280)

従業員数（名） 前期末比増減（名） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年）

男性 16,037 96 39.8 16.2

女性 1,310 23 37.2 14.8

合計 17,347 119 39.6 16.1

事業別名称 従業員数（名） 前期末比増減（名）

自動車事業 15,279 (5,331) 164 (44)

航空宇宙事業 2,068 (335) △45 (174)

合計 17,347 (5,666) 119 (218)

⑷ 従業員の状況（2024年３月31日現在）
　① ＳＵＢＡＲＵグループ

(注) 従業員数は就業人員数であり、臨時雇用者数（期間従業員、アルバイトおよびパートタイマーならびに外部からの派遣社
員、応援およびゲストエンジニア）は、年間の平均人員を（　）外数で記載しております。

　② 当社

(注) 従業員数は就業人員数であり、臨時雇用者数（期間従業員、アルバイトおよびパートタイマーならびに外部からの派遣社
員、応援およびゲストエンジニア）は、年間の平均人員を（　）外数で記載しております。

－ 2 －
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従業員の状況

（ご参考）中核人財の多様性の確保についての考え方
　当社グループでは、人財の多様性の確保がＳＵＢＡＲＵ独自の価値創造を実現し続けるための重要な要素と
考えており、様々な個性や価値観を持つ従業員が個々の能力を十分に発揮し、イノベーション創出が促される
よう、性別・国籍・文化・ライフスタイルなどの多様性を尊重し、働きやすい職場環境の整備に努めていま
す。また、国内・海外の関係会社においても、それぞれの事業内容や地域性を踏まえて取り組んでいます。

＜人財育成方針と社内環境整備方針＞
　当社は、従業員一人ひとりがＳＵＢＡＲＵグループの持続的な成長と持続可能な社会の実現の両立を担
う原動力となるべく、自律的に行動し変革をリードする人財の創出を目指すとともに、自身のキャリア形
成を考え、チャレンジする風土づくりや多様な人財が活躍できる環境整備を進めています。
　具体的な取り組みとして、2021年度より新たな人事制度や教育プログラム、公募制ジョブローテーショ
ンなどを導入し、従業員が自律的に学べる機会やチャレンジする機会を提供しています。また、やりがい
や誇りの源泉となるＳＵＢＡＲＵへの共感やエンゲージメントの強化にも取り組んでいます。
　また、女性従業員、中途採用従業員、外国籍従業員など、あらゆる多様な人財がそれぞれ活躍できるよ
う、働きやすい職場環境整備や適所適在の人財配置および人財育成を図り、管理者への登用に努めています。
　この他にも、多様な人財の活躍に向けて「LGBTQ+」および「障がい者雇用」をテーマとした外部講師に
よるオンライン研修を継続的かつ定期的に実施し、2021年には外部相談窓口を設置するなど、あらゆる人財
が活き活きと働くことができる環境づくりを推進しています。

＜女性活躍＞
　当社では持続的な成長において、女性の活躍推進が重要であると考え、重点課題である「キャリア形成
支援」と「仕事と育児の両立支援」に取り組み、各種の推進活動を行うとともに、女性が様々なライフイ
ベントを通じて働き続けることができるよう各種制度の整備と風土の醸成を行っております。
　女性管理職の育成においては、「2025年までに女性管理職数を2021年時点の２倍以上」とする目標を
掲げて取り組んでおり、当期末時点の管理職者数は全体1,086名のうち女性は31名（2.9％）、2024年４
月時点の管理職者数は全体1,132名のうち女性は43名（3.8％）となりました。引き続き目標の達成に向け
女性従業員のキャリア形成支援、会社全体の意識改革・組織風土改革を経営トップも含めた全社で推進し
ていきます。
　具体的な取り組みとしては、管理職を目指す女性従業員を対象に、一人ひとりに向き合い、本人に合っ
た育成・教育を個人単位で行う「Women’s Leadership Program」を推進し、自分らしいキャリアを描
くための各種研修やアンコンシャスバイアス研修を開催しました。さらに、2023年11月には全社従業員
に対し、女性活躍推進の加速に向けた経営トップメッセージを発信するとともに、女性を部下に持つ上司
向けのマネジメント研修も新たに開催し、女性が活躍できる風土づくりや職場環境構築の一層の強化に取
り組んでいます。
　また、働き方の面においても、従来「仕事と育児の両立支援」を重要な取り組みとして位置付けてお
り、育児休業や短時間勤務などの各種制度は、法律を上回る基準で運用しています。

－ 3 －
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従業員の状況

＜外国籍従業員＞
　当社グループでは、国籍を問わず各拠点の方針や事業に適した人財を採用しています。2024年３月末時
点において当社では外国籍従業員が105名在籍しています。このうち管理職は５名おり、製造部門および
技術部門などで活躍しています。

＜中途採用従業員＞
　当社では、環境変化に対応し持続的な成長を図るために、近年、中途採用を積極的に進めています。
2024年３月末時点の正規従業員における中途採用従業員数は4,344名、うち管理職者数は193名です。な
お、2018年４月以降６年間において、累計の中途採用数は710名です。
　また2020年12月には、IT企業の集積地である渋谷にAI開発拠点「SUBARU Lab（スバルラボ）」を開
設し、AI開発に必要な人財のスムーズかつ的確な採用につなげる取り組みなども進めています。引き続
き、中途採用の推進を図り、新たな知見や価値観を取り入れ、企業価値の向上につなげていきます。

－ 4 －
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会社役員に関する事項

２ 会社役員に関する事項
⑴ コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方
　当社は、ＳＵＢＡＲＵのありたい姿である「笑顔をつくる会社」を目指し、持続的な成長と中長期的な企業
価値の向上を図ることにより、すべてのステークホルダーの皆様の満足と信頼を得るべく、コーポレートガバ
ナンスの強化を経営の最重要課題の一つとして取り組んでいます。
　当社は、経営の意思決定・監督機能と業務執行機能を明確に区別し、意思決定の迅速化を図り、効率的な経
営を実現することを目指します。また、社外役員によるモニタリングおよび助言を通じ、適切な経営の意思決
定・監督と業務執行を確保するとともに、リスクマネジメント体制およびコンプライアンス体制の向上を図り
ます。そして、経営の透明性を高めるために、適切かつ適時な開示を実施します。

⑵ 会社の機関および主な会議体の概要
　当社は、企業統治体制として監査役会設置会社を選択し、取締役会においては監督と執行の分離を意識しつ
つ重要な業務執行の決定・監督を、監査役会においては、各監査役が監査に関する重要事項についての協議ま
たは決議などを行っています。2024年３月末時点の取締役会は８名で構成され、うち３名が独立性の高い社外
取締役となっています。また、監査役会は４名で構成され、うち２名を独立性の高い社外監査役としていま
す。独立性の高い社外取締役および社外監査役の関与により、経営のモニタリングの実効性を高めることなど
を通じて、事業の健全性・効率性を高めることが可能な体制をとっています。
　業務執行体制については、執行役員制度を採用し、取締役の業務執行の権限を執行役員に委譲することにより、取
締役会における経営の意思決定・監督機能と業務執行機能を明確に区分し、意思決定の迅速化を図っております。

⑶ 取締役・監査役候補者の指名の方針および手続
　取締役会は、当社の持続的な成長と中長期的な企業価値の向上に必要な取締役会全体としての知識・経験・
能力のバランスを備えた構成および規模とするべきと考えております。また、取締役会の構成においては、ジ
ェンダーや国際性などにも配慮したうえで、実質的な多様性を確保するべきと考えています。
　取締役の指名の方針として、社内取締役については、当社の経営理念や経営戦略から導いた役員に求める要
件に照らし、その経験・見識・専門性などを総合的に評価・判断して指名いたします。また、社外取締役につ
いては、企業経営者、有識者などから、経験・見識・専門性などを考慮して、複数名を指名いたします。な
お、取締役の員数は、社内・社外を合わせて15名以内と定款で定めております。
　当社は、現状の機関設計を前提とした実質的なガバナンス体制の向上を図るため、任意の委員会として役員
指名会議を設置しております。取締役・監査役候補者については、役員人事の決定における公正性・透明性を
確保するため、取締役会の諮問に基づき、独立社外取締役が委員の過半数を占める役員指名会議にて、十分な
審議に基づいて承認した指名案を取締役会へ答申し、取締役会の決議をもって決定いたします。当期の役員指
名会議は、社外取締役３名、社内取締役２名により構成（議長は取締役会長 中村知美氏）され、当期中に８回
開催し、CEO等後継者計画、役員360度評価、役員のスキルマトリックスなどを活用したCEOを中心とした役
員人財の育成、役員のスキルマトリックスの見直し（「スキル選定の理由」および「スキル保有の定義」の追
加）、役員体制決定プロセスの早期化ならびに当社の役員体制、人事およびその役割分担ならびに重要な連結
子会社の役員人事の答申に関する審議などを行いました。
　監査役候補者の指名を行うにあたっては、監査役会の同意を得ます。取締役・監査役候補者の指名を行う際は、個々の指
名について、経歴、兼職の状況、見識および当社において期待される役割などについて取締役会で説明を行います。

－ 5 －
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会社役員に関する事項

地位 氏名 主な活動状況および期待される役割に関して行った職務の概要

社外取締役 阿  部  康  行

取締役会13回のうち13回に出席しました（出席率100％）。主に総合商社の役員として経営に携わ
り、監督と執行の両面から経営に携わった経歴を有し、企業経営者としての豊富な経験と幅広い知
識を備え、IT分野における高度な知見を有していることから、その豊富な経験と見識に基づき発言
を行うなど、当社経営に対する的確な助言者としての役割を果たしました。
また、役員指名会議および役員報酬会議の委員を務めました。

社外取締役 土 井 美和子
取締役会13回のうち13回に出席しました（出席率100％）。主に情報技術分野の研究・責任者とし
ての豊富な経験と卓越した実績を有していることから、その高度な専門性と知識に基づき発言を行
うなど、当社経営に対する的確な助言者としての役割を果たしました。
また、役員指名会議および役員報酬会議の委員を務めました。

社外取締役 八  馬  史  尚

2023年６月21日の就任以降、取締役会10回のうち10回に出席しました（出席率100％）。主に食
品業界の製造販売企業の代表取締役社長としてコーポレートガバナンスの強化や経営改革の推進を
図るなど、監督と執行の両面から企業経営に携わった経歴を有し、企業経営者としての豊富な経験
と幅広い知識を備えていることから、その豊富な経験と見識に基づき発言を行うなど、当社経営に
対する的確な助言者としての役割を果たしました。
また、役員指名会議および役員報酬会議の委員を務めました。

社外監査役 古  澤  ゆ  り
取締役会13回のうち13回に出席し（出席率100％）、また監査役会12回のうち12回に出席しまし
た（出席率100％）。国土交通省において要職を歴任し、内閣の機関では、働き方改革・女性活
躍・ダイバーシティ推進にも携わり、また、民間企業での海外事業展開も経験しており、その幅広
い視野と高い見識から発言を行うなど、監査機能を十分に発揮しました。

社外監査役 桝  田  恭  正
2023年６月21日の就任以降、取締役会10回のうち10回に出席し（出席率100％）、また監査役会
10回のうち10回に出席しました（出席率100％）。上場企業のCFOなどを歴任し、企業経営者と
しての豊富な経験と幅広い知識を備え、なかでも企業活動における財務・会計に関する十分な知見
から発言を行うなど、監査機能を十分に発揮しました。

⑷ 社外役員に関する事項

(注) 上表の取締役会の開催回数のほか、会社法第370条および当社定款に基づき、取締役会決議があったものとみなす書面決議が
１回ありました。

⑸ 責任限定契約の内容の概要
　当社は取締役（当会社またはその子会社の業務執行取締役または支配人その他の使用人である者を除く。）
および監査役との間において、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を
限定する契約を締結しています。当該契約に基づく責任の限度額は、同法第425条第１項が規定する額として
います。

⑹ 役員等賠償責任保険契約の内容の概要
　当社は、当社および連結子会社である北陸スバル自動車株式会社の取締役、監査役、執行役員、外部法人へ
の派遣役員および会社法上の重要な使用人を被保険者として、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠
償責任保険契約を保険会社との間で締結しております。当該保険契約では、被保険者がその地位に基づいて行
った不当な行為に起因して、被保険者に対して損害賠償請求がなされた場合に、被保険者が負担することとな
る損害賠償金および争訟費用などの損害を填補することとされています。ただし、法令違反の行為であること
を認識して行った行為に起因して生じた損害は填補されないなど、一定の免責事由を定めることにより、役員
等の職務執行の適正性が損なわれないように措置を講じております。また、保険料は当社および北陸スバル自
動車株式会社が全額負担しており、被保険者の実質的な保険料負担はありません。
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会社役員に関する事項

①　取締役会の役割・機能 ⑥　取締役会のリスクマネジメント・内部統制
②　取締役会の構成 ⑦　役員指名会議・役員報酬会議の運営
③　取締役会の運営 ⑧　株主との対話
④　取締役会に対する支援体制 ⑨　取締役会の継続的な改善
⑤　取締役会の風土・コミュニケーション

⑺ 取締役会の実効性評価結果の概要
　取締役会は、「コーポレートガバナンスガイドライン」第23条に則り、取締役会の実効性に関し、毎年分
析・評価を行い、洗い出された課題に対する改善策を検討・実施する取り組みをしております。
　当期は、この取り組みを取締役会の機能発揮によりつなげていくことを目指し、前期までに認識した課題へ
の取り組み状況の確認に加え、アンケートの評価項目の再整理および取締役へのインタビュー範囲の拡大を行
い、課題認識の相違の理由や背景の把握・分析を実施いたしました。

①評価および分析の方法

I. 実施時期：2023年12月～2024年２月

II. 実施方法：第三者機関作成のアンケートへの回答（自己評価方式）およびインタビュー
　● アンケート回答者：取締役（８名）および監査役（４名）（計12名）
　● インタビュー対象者：取締役会議長、代表取締役社長、代表取締役副社長、社外取締役（３名）（計６名）

III. 実施要領
　● 第三者機関が取締役および監査役に対し、無記名式による自己評価アンケートを実施
　● 第三者機関が取締役会議長、代表取締役社長、代表取締役副社長、社外取締役に対してインタビューを実施
　● 第三者機関がアンケートおよびインタビュー結果を集計・分析
　● 第三者機関より受領した報告書を取締役会で検証・議論

IV.アンケートによる評価項目

評価項目に付随する各質問に対して４段階の自己評価を行うとともに、当社取締役会の特徴および当社
取締役会の実効性をさらに高めるために必要な点などについて回答者自身の考えを自由に記入し、第三
者機関に直接提出いたしました。

②評価結果

当社取締役会は、第三者機関から集計・分析結果の報告を受け、以下の通り議論・確認を行いました。

I. 総評
当社の取締役会は、新経営体制のもとで、意欲的に戦略を推進する強い執行を支える取締役会として、
実効性が確保されていることが確認されました。
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会社役員に関する事項

項目 概要

モニタリング機能を重視した
取締役会

業界において独自のポジションに位置している、という前提を社外取
締役も理解したうえで議論している。戦略の方向性が明確に示され、
執行が熱意を持って取り組み、執行を応援し見守る取締役会が現状う
まく成立している。

自由闊達な議論が行える環境 発言しやすい環境により、自由闊達な議論を行うことができている。

コンプライアンス・リスクマネ
ジメントに対する意識の高さ

リスクマネジメント・コンプライアンス委員会報告が年間で５回実施
されるなど、コンプライアンスやリスクマネジメントに対する意識が
高い。

支援部門としての機能を果た
す事務局

情報提供、事前説明、取締役会資料等の点について、社外取締役から
不満の声がほとんど上がっていない。事務局が監督と執行の結節点と
してうまく機能している。

項目 概要

中長期的な経営戦略に関する
議論（改善がみられる）

経営懇話会※を機動的に活用し、充実した議論がなされた。中長期的な
経営戦略の進捗状況等は、引き続き定期的な情報のアップデートを
図る。

社外取締役支援体制のさらな
る強化（改善がみられる）

取締役会以外の場での情報共有や現場視察など、社外取締役への情報
インプットの機会を増やすことで、社外取締役としての機能発揮を支
援する体制の強化を図った。

役員指名会議のさらなる実効
性向上（改善途上）

CEO交代直後であり、CEOサクセッションプロセスの高度化は今後の
議論が必要。役員指名会議として、育成スキーム構築、スキルマトリ
ックスを有効活用した計画的な育成など、役員サクセッションのプロ
セスへの関与は今後の検討課題である。

項目 概要
中長期戦略に関わる重点アジ
ェンダおよびモニタリングの
在り方に関する認識合わせ

「新体制方針」における電動化戦略等の進捗状況に応じたアジェンダ
のセッティング、グループ全体のモニタリングの在り方について、引
き続き議論を活発化させていく。

社外取締役への支援体制のさ
らなる強化

社外取締役のより一層の機能発揮を促すべく、執行トップおよび監査
役とのコミュニケーション機会の拡充に取り組む。

役員指名会議のさらなる機能
強化

社外取締役の選任プロセスの見直し、全役員を対象としたスキルマト
リックスの整備・活用、サクセッション議論の深化等、CEOを中心と
した役員の育成・選抜プロセスの一層の深化を図る。

II. 当社取締役会の特徴

III. 前期に掲げた検討ポイントに対する対応状況

※：取締役および監査役によって実施される、当社経営における重要テーマについての決議を要しない意見交換会

IV. 当社取締役会の実効性のさらなる向上への今後の検討ポイント
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会社役員に関する事項

評価項目

① 取締役会の役割・
機能

取締役会の役割・機能の認識

⑤ 取締役会の風土・
コミュニケーション

多様な価値観
執行役員への権限委譲 ステークホルダー視点
報告体制 取締役と執行
経営の監督 社外取締役間

② 取締役会の構成
取締役会の規模 取締役と監査役
取締役会の構成（社内外⽐）

⑥
取締役会のリスク
マネジメント・
内部統制

リスクマネジメント

グループガバナンス

内部統制・コンプライアンス
　

取締役会の構成（多様性・専門性）

③ 取締役会の運営

開催頻度・時間・配分
議題の妥当性
議題付議のタイミング
資料の質・量 ⑦ 役員指名会議・役員報酬会議の運営資料配布のタイミング
事前説明

⑧ 株主との対話

株主・投資家への適切な開示の監督説明・報告の内容
取締役会の議論 株主・投資家からの意見の共有議長の采配

④ 取締役会に対する
支援体制

情報提供の環境・体制 株主・投資家との対話の充実化社外役員への情報提供
社外役員のトレーニング ⑨ 取締役会の継続的

な改善
昨年度の実効性評価の結果を踏まえた
改善状況社内役員のトレーニング

（ご参考）アンケート回答集計結果

4.0

3.0

2.0

1.0

取締役会の構成

取締役会の役割・機能

取締役会の運営株主との対話

役員指名会議・
役員報酬会議の運営

取締役会の風土・
コミュニケーション

取締役会に対する
支援体制

取締役会の
リスクマネジメント・内部統制

取締役会の継続的な改善

１＝全くそう思わない　２＝そう思わない　３＝そう思う　４＝強くそう思う

取締役会実効性評価　全体平均
全体平均（2023年）全体平均（2022年）

（ご参考）アンケート質問項目

※　当社のコーポレートガバナンスガイドラインは、当社ホームページをご覧ください。
https://www.subaru.co.jp/csr/pdf/governance_guideline.pdf
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株式に関する事項

３ 当社が発行する株式に関する事項（2024年３月31日現在）

⑴ 発行可能株式総数  1,500,000,000株
金融機関
27.08％

個人・その他
9.16％

証券会社
3.50％

自己株式
0.23％

その他
国内法人
23.87％

外国法人等
36.16％

所有者別
状況

⑵ 発行済株式の総数  　753,901,573株※1 （自己株式1,707,449株を含む）

⑶ 株主数 121,965名（前期比△17,943名 12.8％減）

⑷ 大株主（上位10名）

株主名 持株数（千株）※2 持株比率（％）※3

トヨタ自動車株式会社 153,600 20.42
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 106,400 14.15
株式会社日本カストディ銀行（信託口） 39,734 5.28
ＳＴＡＴＥ　ＳＴＲＥＥＴ　ＢＡＮＫ　ＷＥＳＴ　ＣＬＩＥＮＴ　－　ＴＲＥＡＴＹ　５０５２３４ 11,748 1.56
株式会社みずほ銀行 10,078 1.34
ＳＴＡＴＥ　ＳＴＲＥＥＴ　ＢＡＮＫ　ＡＮＤ　ＴＲＵＳＴ　ＣＯＭＰＡＮＹ　５０５１０３ 9,871 1.31
ＭＩＺＵＨＯ　ＳＥＣＵＲＩＴＩＥＳ　ＡＳＩＡ　ＬＩＭＩＴＥＤ　－　ＣＬＩＥＮＴ　Ａ／Ｃ 8,408 1.12
ＳＳＢＴＣ　ＣＬＩＥＮＴ　ＯＭＮＩＢＵＳ　ＡＣＣＯＵＮＴ 8,285 1.10
ＪＰ　ＭＯＲＧＡＮ　ＣＨＡＳＥ　ＢＡＮＫ　３８５７８１ 8,267 1.10
損害保険ジャパン株式会社 8,267 1.10

⑸ 当期中に職務執行の対価として会社役員に交付された当社の株式の状況
　当社は、当社の取締役（社外取締役を除く。以下同じ。）に当社の企業価値の持続的な向上を図るインセ
ンティブを与えるとともに、取締役と株主との一層の価値共有を進めることを目的として、取締役に対し、
譲渡制限付株式を付与することとし、そのための金銭報酬を支給することとしています（以下、「譲渡制限
付株式報酬制度」という。）。取締役は、当社の取締役会決議に基づき、上記の通り支給された金銭報酬に
係る債権の全部を現物出資財産として当社に給付し、それと引き換えに当社普通株式の発行または処分を受
けるものとします。なお、かかる発行または処分にあたっては、当社と取締役との間で、当該株式に関して
割当てを受けた日より当社取締役を退任するまでの期間（ただし、当社取締役退任後、引き続き当社執行役
員に就任する場合には、当該執行役員を退任するまでの期間）に譲渡制限が付されるなどの内容を含む譲渡
制限付株式割当契約を締結することとしています。
　当期中に譲渡制限付株式報酬制度により交付した株式報酬の内容は次の通りです。

区分 株式数（株） 交付対象者数（名）※4

取締役（社外取締役を除く） 39,408 ７
社外取締役 － －

監査役 － －
※１：2023年11月15日付で実施した自己株式の消却により、発行済株式の総数は前期末と比べ15,274,300株（2.0％）減少しています。
※２：株式数は千株未満を切り捨てて表示しています。
※３：持株比率は発行済株式の総数から自己株式（1,707,449株）を控除して計算しています。
※４：上表には、当期の末日までに退任した社内取締役２名を対象に含んでいます。
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当社が保有する株式に関する事項

４ 当社が保有する株式に関する事項（2024年３月31日現在）

銘柄
第92期 第93期（当期）

保有目的
当社の
株式の

保有の有無
株式数（株）

貸借対照表計上額（百万円）

株式会社
群馬銀行

2,850,468 2,850,468 当社主力工場の地元の地方銀行として、当社のみならず、地
場サプライヤーの日米拠点に対しても、金融業務を通じて支
援を受けています。重要なパートナーとして、金融取引など
を対等かつ円滑に推進するために保有を継続いたします。

有
1,263 2,503

株式会社
みずほ

フィナンシャル
グループ

372,097 372,097
みずほフィナンシャルグループ各社より、金融取引を中心に
サポートを受けており、中でもみずほ銀行は、当社の最重要
取引銀行として長年にわたり幅広く経営をサポートいただい
ています。取引を対等かつ円滑に推進するために保有を継続
いたします。

有
699 1,133

⑴ 株式の政策保有に関する基本方針
　当社は、政策保有株式として保有する上場株式について当該企業と対話を行い、毎年取締役会において、定
量的には保有に伴う便益を「配当利回り」、資本コストは「WACC」でそれぞれ測定し比較検証しています。
その結果を参考に、定性的に中長期的な経営戦略および事業戦略に資すると判断した場合のみ保有を継続する
こととしています。
　上記の方針に基づき、政策保有株式として保有する上場株式の縮減を着実に行ってまいりました。2015年３
月末時点で保有していた60銘柄が、縮減の結果、2021年３月末時点では２銘柄となりました。これら２銘柄
は以下⑵の理由から現時点で保有は不可欠であると判断しておりますが、今後も継続的に、少なくとも年に１
回は当該企業と対話を行い、毎年取締役会において評価・精査し、保有の要否について判断してまいります。

⑵ 純投資目的以外の目的で保有する上場株式の全銘柄

（注）1. 当社の株式の保有の有無については、銘柄が持株会社の場合はその子会社のうち、当社が主に取引を行っている会社の保有分（実
質所有株式数）を勘案し、記載しています。

2. 当社は、純投資目的である投資株式の保有はありません。
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会社の体制および方針

5 会社の体制および方針
取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式会社の業務並びに当該
株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要な体制（2024年３月31日現在）

１. 取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
　取締役による法令等違反行為の予防措置として、以下の体制を整備する。
⑴取締役は、取締役及び監査役が各種会議への出席、りん議書の閲覧、執行役員・使用人からの業務報告を

受けること等により、他の取締役の職務執行の監督及び監査役の監査を実効的に行うための体制を整備する。
⑵コンプライアンスに係る規程を定め、取締役が法令・定款・社内規程等を遵守するための体制を整備する。
⑶執行役員・使用人が取締役の職務執行上の法令・定款違反行為等を発見した場合の社内報告体制として内

部通報制度（コンプライアンス・ホットライン）を定める。
⑷必要に応じて、取締役を対象とした、外部の専門家によるコンプライアンス等に関する研修を行う。
⑸取締役は他の取締役の法令・定款違反行為を発見した場合、直ちに監査役会及び取締役会に報告し是正処

置を講じる。

２. その他株式会社の業務並びに当該株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために
必要なものとして法務省令で定める体制の整備
⑴取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
① 取締役会議事録、りん議書、その他取締役の職務の執行に係る文書及びその他の情報の保存、管理に関し

て社内規程を定め、その規程及び法令に従い、適切に当該情報の保存及び管理を行う。

⑵損失の危険の管理に関する規程その他の体制
① 当社は、リスクの現実化と拡大を防止するため、リスクマネジメントに係る規程を定めるとともに、各部

門の業務に応じて、個別の規程、マニュアル、ガイドライン等を定める。
② 事業性のリスクについては取締役及び執行役員が一定の決裁ルールに従い精査し、あわせて、各部門・カ

ンパニーそれぞれによる管理と、経営企画部を中心とした関連部門による全社横断的な管理を行う。
③ 全社的な緊急連絡体制を整備し、緊急時における迅速な対応と損失の拡大防止を図る。
④ リスクマネジメントの実践を推進するため、リスクマネジメント・コンプライアンス委員会を設置し、コ

ンプライアンスに係る重要な事項に関する審議・協議、決定、情報交換・連絡を行う。

⑶取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
① 執行役員制度を導入し、取締役の業務執行の権限を執行役員に対し委譲する。COO（COOを選定しない場

合にはCEO）は最高執行責任者として、これらの業務執行を統括する。CEOは最高経営責任者として、経
営全体を統括する。

② 取締役は、各種会議への出席や業務報告を定期的に受けること等を通じて執行役員・使用人の業務執行を
監督する。

③ 取締役会で審議する案件を、事前に経営会議（取締役会の事前審議機関で全社的経営案件を審議する会
議）や執行会議（各執行部門の意思決定機関）にて審議し、問題点を整理することで、取締役会における
審議の効率化を図る。

④ 取締役会で中長期の経営目標を定め、その共有を図るとともに、その進捗状況を定期的に検証する。
⑤ 取締役会は、定期的に取締役会について評価と分析を行い、業務執行にかかる意思決定及び監督の両面に

おいて取締役の役割・責務が効率的に果たせるように取り組む。
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⑷執行役員・使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
① コンプライアンスに係る規程を定め、執行役員・使用人が法令・定款・社内規程を遵守するための体制を

整備する。
② コンプライアンスの実践を推進するため、リスクマネジメント・コンプライアンス委員会を設置し、重要

なコンプライアンス事項に関する審議・協議、決定、情報交換・連絡を行う。
③ 執行役員・使用人を対象に、計画的にコンプライアンス講習会等の教育を実施し、コンプライアンスの啓発

に取り組む。
④ 執行役員・使用人が業務上の不正行為等を発見した場合の社内報告体制として、内部通報制度（コンプラ

イアンス・ホットライン）を定め、不正行為等の早期発見及び是正を図る。
⑤ 内部監査部門として、組織上の独立が確保された監査部を設置する。

⑸企業集団における業務の適正を確保するための体制
当社は、当社グループに属する各子会社の健全な事業運営を通じて、当社グループのブランド価値の向上及
び総合力の向上を図るべく、子会社管理に係る規程を定め、同規程に基づき、各子会社の業務又は経営につ
いて管理を担当する当社の部署を中心に子会社の管理・支援を行う。
① 子会社の取締役の職務の執行に係る事項の当該株式会社への報告に関する体制

当社は、子会社管理に係る規程に基づき、子会社から、その経営成績、財務状況その他の重要な事項につ
いては、定期的に、及び必要な事項については、随時、報告を受ける体制とする。

② 子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
当社は、リスクの現実化と拡大を防止するため、子会社において、その事業内容や規模等に応じて、リス
クマネジメントに係る規程、その他の社内規程、マニュアル、ガイドライン等を整備することを推進し、
子会社におけるリスクマネジメント体制を構築させる。

③ 子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
当社は、子会社管理に係る規程に基づき、子会社からその業務内容の報告を受け、重要な事項については、
その業務内容について事前協議を行うこと等により、子会社の取締役の職務の執行の効率性を確保する。

④ 子会社の取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
・当社は、子会社に対して、法令・定款・社内規程等の遵守に関する体制の整備及びその状況に関する定

期的な点検や結果の報告を求め、当社のリスクマネジメント・コンプライアンス委員会でその内容等の
確認を実施する。

・当社は、子会社における業務上の不正行為等を発見した場合における報告体制として、当社または子会社
の内部通報制度（コンプライアンス・ホットライン）を設置し、不正行為等の早期発見及び是正を図る。

⑤ 企業集団における業務の適正を確保するためのその他の体制
・当社は、内部監査を実施する組織として当社に監査部を設置し、子会社・関連会社の業務監査を定期的

に、及び必要な事項については随時、実施する。
・当社は、国内子会社・関連会社の監査役を定期的に招集し、当社監査役を交えて国内子会社・関連会社

における監査機能強化のための意見交換等を行う。
・当社は、当社の執行役員・使用人に一部の国内子会社・関連会社の監査役を兼務させ、監査機能の強化

を図る。
・外国子会社については、当該国の法令等を遵守させるとともに、実情・国情に応じて、可能な範囲で本

方針に準じた体制とする。
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⑹監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項
① 監査役の求めに応じ、監査役の職務を補助するため、当社の使用人から１名以上のスタッフを配置する。

⑺当該使用人の取締役からの独立性に関する事項及び監査役の当該使用人に対する指示の実効性確保に関す
る事項

① 当該補助スタッフが業務執行を行う役職を兼務する場合において、監査役補助業務の遂行については、取
締役及び執行部門は干渉しないこととし、取締役からの独立性を確保するとともに、当該補助スタッフが
監査役の指揮命令に従う旨を当社の役員及び従業員に周知する。

② 当該補助スタッフの人事については監査役会の同意を得て実施する。

⑻当社及び当社子会社の取締役・執行役員・使用人が当社の監査役に報告するための体制その他の当社の監
査役への報告に関する体制及び当社の監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

① 当社の監査役が当社又は子会社の取締役・執行役員・使用人から定期的に職務の執行状況について報告を
受けられる体制を整備する。

② 当社の監査役が必要に応じ、各事業部門等に関する当社又は子会社の取締役・執行役員・使用人の職務の
執行状況について情報を収集することができる体制を整備する。

③ 当社又は子会社の取締役は、会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事項、重大な法令・定款違反、その
他コンプライアンス上重要な事項が生じた場合、当社の監査役へ報告する。

④ 当社の監査役は、リスクマネジメント及びコンプライアンスに係る重要な事項の審議・協議、決定、情報
交換・連絡を行う組織であるリスクマネジメント・コンプライアンス委員会に出席することができる。

⑤ 当社及び子会社の代表取締役、取締役又は会計監査人は、当社の監査役の求めに応じ、当社の監査役が開
催する意見交換会に出席する。

⑥ 当社の監査役に報告を行った者が、当該報告を行ったことを理由として不利な取扱いを受けない事を確保
するための体制を整備する。

⑦ 監査役の職務の執行について生じる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の執行について生じる費
用又は債務の処理については、監査役の請求等に従い円滑に行い得る体制を整備する。

　当社では、CRMO（最高リスク管理責任者）が、リスクマネジメント・コンプライアンス室や法務部など
の全社共通部門の専門的見地からの支援を受けつつ、各事業の横串を担う経営企画部や各部門・カンパニーと
密接に連携し、企業集団を通じたリスク管理の強化を推進しています。また、監査部が各部門および各子会社
の業務遂行について計画的に監査を実施しています。
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コンプライアンス管理体制の強化に関する主な取り組み
・ＳＵＢＡＲＵ全部門における遵守対象法令の明確化：各部門にお

いて遵守すべき法令を明確にし、透明性を高めています。
・グローバルな法令遵守体制のPDCAサイクル強化：グループ全体

で自律的に法令遵守体制を評価し、効果的なPDCAサイクルを回
すための取り組みを行っています。

・リテラシー向上：社会的なハラスメント意識の高まりに伴い、継
続的な動画研修と議論型の研修を実施し、当事者意識を醸成して
います。

・内部通報制度の多言語対応と信頼性向上： 英語、中国語、ポル
トガル語、スペイン語での内部通報窓口を設け、従業員が安心し
て通報できる環境を整備しています。不正の未然防止や早期発見
にも寄与しています。
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業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

１．コンプライアンスに関する取り組み状況
　当社は、当社グループのすべての役員・従業員が法令、定款および社内規程等を遵守し、社会倫理・規範に
則した行動を行うため、「コンプライアンスガイドライン」や規程を定め、各種委員会を設置・運営すること
により、コンプライアンス体制の維持・強化に取り組んでいます。
　具体的なコンプライアンス推進体制としては、取締役会が選任したCRMO（最高リスク管理責任者）を委
員長とする「リスクマネジメント・コンプライアンス委員会」において、各種方針等の策定、全社コンプライ
アンス活動状況、内部通報制度運用状況など、重要なコンプライアンス事項に関する審議・協議、決定および
情報交換・連絡を行っています。また、当社および子会社が設置運営する内部通報制度を積極的かつ適正に運
用することで、通常の業務ラインでは捉え切れない問題の早期発見と解決、問題発生自体の牽制を図り、コン
プライアンスにおける自浄作用と活動の実効性を高めています。
　リスクマネジメント・コンプライアンス室は、これら活動の全社マネジメントを行うとともに、「コンプライアンスマニ
ュアル」などのツールの作成・展開や、関係部署と連携した研修の実施などを通じて、役員を含むグループ全体のコンプラ
イアンス意識の醸成を図っています。

２．リスク管理に関する取り組みの状況
　当社は、グループ全体のリスクを適切に管理するため、リスクマネジメントに関連する規程を定めており、
事業リスクについては取締役会や各種会議体、決裁ルールに従って取締役および執行役員が内容を精査してい
ます。平時には各部門に本部長クラスのリスク管理責任者を配置し、有事には状況に応じた対策本部体制をと
っています。また、取締役会が選任したCRMO（最高リスク管理責任者）を委員長とするリスクマネジメン
ト・コンプライアンス委員会を設置し、グループ全体のリスクマネジメント方針やリスクマップを策定、それ
を基にリスク抑制活動を推進しています。さらに、リスクマネジメント活動に関して第三者評価を実施し、実
効性の向上や活性化を図っています。全社的な緊急連絡体制の整備についても、災害発生時の情報共有に備え
て「緊急事態対応基本マニュアル」に基づき「安否確認システム」を整備しています。

リスク体制の強化に関する主な取り組み
・2023年８月に発表された「新経営体制における方針」に基づく優先対応課題をアップデートした「新リス

クマップ」を経営レベルで議論を通じ策定しています。
・リスクマネジメント手法やレピュテーション対応に関するリテラシー向上のための担当者向け研修を実施しています。
・当社グループの重点リスク低減に向け、「サイバー攻撃」、「サプライチェーンの分断」、「自然災害時の復旧対応」

などの取り組みを継続しており、リスクマネジメント・コンプライアンス委員会で定期的なフォローを行っています。
・取締役および監査役が決裁済りん議書を精査・確認しています。
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３．職務の執行の効率性の確保に関する取り組みの状況
　当社は、取締役の担当分野、執行役員の業務執行責任範囲（執行役員への権限委譲の範囲）、CEOを含む
CXO（業務執行統括者）を取締役会で決定し、運用しています。また、取締役と執行役員の役割および責任を
一層明確化する趣旨で、社長をはじめとする役位の位置付けを、取締役に付するものではなく、執行役員に付
するものとして運用しています。
　取締役は、各種会議に出席することや執行役員から業務報告を定期的に受けることで業務の状況を監督し、
取締役の職務執行の迅速化を図っています。また、取締役会に諮る必要のある重要案件については、経営会
議・執行会議で議論を深め、当該案件の論点整理や方向付けをすることなどにより、取締役会において重点的
に審議すべき論点を明確にしています。さらに、必要に応じて資料の早期展開と事前説明を行うことで、取締
役会における議論の深化と効率化を図っています。
　取締役および監査役を対象とした第三者機関作成アンケートによる取締役会の実効性評価・分析を年1回実施
し、結果を開示しています。取締役会は、実効性評価での結果を起点に、今後の課題とされた項目を次年度の
取締役会のアジェンダに織り込み、ボードメンバーで議論し、課題解消に取り組んでいます。
　取締役の職務の執行に係る文書およびその他の情報は、社内規則に則り、適切に保存・管理しています。

４．当社及びその子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための取り組みの状況
　当社は、監査・監督機能を強化するために、執行役員や使用人に子会社の取締役または監査役を兼務させて
います。当社は、各子会社から定期的および随時に報告を受け、必要に応じて協議し、重大な影響を及ぼす事
項は経営会議に報告しています。
　また、当社は、子会社管理全社規則に基づき、子会社案件を当社と事前協議を行うべき案件と子会社判断で
決議するべき案件に区分しており、子会社から当社への情報伝達ルートも確認しています。さらに、子会社の
規程の整備状況も継続的に確認しています。
　なお、これらの運用をさらに強化すべく、子会社の会社組織上の管理を、事業運営および経営基盤の構築を
支援する事業管理責任部署が、責任をもって主体的に実施する体制としています。
　さらに、内部監査全社規則に基づき、当社の内部監査部門が当社および子会社の業務監査を実施し、その監査
結果は半期ごとに取締役会で、四半期ごとに全執行役員で構成される合同会議で報告され、必要に応じて是正
措置を行っています。

5．監査役監査の実効性の確保に関する取り組みの状況
　当社は、「監査役監査基準」など監査役監査の実効性を確保するための規程や「内部通報制度」などを整備
し、会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事項、重大な法令・定款違反、その他コンプライアンス上重要な
事案が生じた場合、監査役が適時適切に取締役および使用人から、情報収集できる体制を整備しています。ま
た、監査役の職務を補助するため、取締役からの独立性が確保された使用人を配置し社内に周知することで、
監査役の業務が円滑に遂行できる体制にしています。
　当社の監査役は、取締役会・経営会議・リスクマネジメント・コンプライアンス委員会など重要な会議に出
席し、必要に応じて意見を述べるとともに、取締役・執行役員との定例面談および主要な事業所や子会社への
往査などを実施し、内部統制システムの整備・運用状況などを確認しています。
　さらに内部監査部門・法務部門・リスクマネジメント・コンプライアンス室から、内部通報制度の運用状況を
含み、定期報告等を受けるとともに、子会社を管理する担当部署から随時子会社の状況報告を受けております。
　また、主要な子会社の監査役との協議会を開催するとともに、会計監査人とは定期的かつ適宜に、また内部
監査部門とは随時に、情報・意見交換を行うことで三様監査体制下における緊密な相互連携を図っています。
　なお、監査役の職務の執行について生じる費用については、監査役の請求などに従い円滑に処理する体制を
整備しています。

－ 16 －



2024/05/17 12:35:17 / 23069813_株式会社ＳＵＢＡＲＵ_招集通知

会計監査人に関する事項

6 会計監査人に関する事項
⑴ 会計監査人の名称 有限責任 あずさ監査法人

区分 監査証明業務に基づく報酬（百万円） 非監査業務に基づく報酬（百万円）
当社 234 2

当社子会社 18 2
合計 252 4

⑵ 会計監査人の報酬等の額

(注) 1. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の報酬等の額を区分して
おりませんので、上表の「当社」区分の「監査証明業務に基づく報酬」の金額には金融商品取引法に基づく監査の報酬等を
含めております。

2. 当社の重要な子会社のうち在外子会社については、当社の会計監査人以外の公認会計士または監査法人（外国におけるこの
資格に相当する資格を有する者を含む）の監査を受けております。

⑶ 会計監査人の報酬等に監査役会が同意した理由
　監査役会は、会計監査人から説明を受けた当期の会計監査の計画日数や人員配置などの内容、前期の監査実
績の検証と評価、会計監査人の監査の遂行状況の相当性および報酬の前提となる見積もりの算出根拠を精査し
た結果、会計監査人の報酬等の額について同意いたしました。

⑷ 非監査業務の内容
　当期における当社の非監査業務の内容は、コンフォートレター作成業務です。また、連結子会社における非
監査業務の内容は、合意された手続業務です。

⑸ 会計監査人の解任または不再任の決定の方針
　監査役会は、会社法第340条第１項各号に定めるいずれかの事由が生じた場合には会計監査人を解任するほ
か、その必要があると判断したときは、会計監査人の解任または不再任に関する議案を決定し、取締役会は、
当該決定に基づき、当該議案を株主総会に提案します。
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連結財務状態計算書

連結財政状態計算書 (単位：百万円)

科目 (ご参考) 第92期
2023年３月31日現在

第93期
2024年３月31日現在

資産

流動資産

現金及び現金同等物 979,529 1,048,000

営業債権及びその他の債権 357,524 376,248

棚卸資産 592,999 588,503

未収法人所得税 11,049 12,240

その他の金融資産 388,634 874,651

その他の流動資産 99,378 118,791

小計 2,429,113 3,018,433

売却目的で保有する資産 652 740

流動資産合計 2,429,765 3,019,173

非流動資産

有形固定資産 861,846 969,096

無形資産及びのれん 243,926 291,463

投資不動産 20,878 21,766

持分法で会計処理されている投資 9,061 8,165

その他の金融資産 116,507 206,263

その他の非流動資産 189,108 225,597

繰延税金資産 73,059 72,626

非流動資産合計 1,514,385 1,794,976

資産合計 3,944,150 4,814,149
　

科目 (ご参考) 第92期
2023年３月31日現在

第93期
2024年３月31日現在

負債及び資本
負債

流動負債
営業債務及びその他の債務 377,279 384,510
資金調達に係る債務 55,596 69,000
その他の金融負債 65,595 68,125
未払法人所得税 27,198 93,085
引当金 141,192 178,850
その他の流動負債 346,622 437,372

流動負債合計 1,013,482 1,230,942
非流動負債
資金調達に係る債務 257,000 330,500
その他の金融負債 90,632 95,820
従業員給付 55,557 62,498
引当金 103,872 158,305
その他の非流動負債 313,374 370,512
繰延税金負債 286 178

非流動負債合計 820,721 1,017,813
負債合計 1,834,203 2,248,755

資本
親会社の所有者に帰属する持分
資本金 153,795 153,795
資本剰余金 160,178 160,031
自己株式 △6,136 △4,616
利益剰余金 1,623,699 1,906,933
その他の資本の構成要素 169,437 347,061

親会社の所有者に帰属する持分合計 2,100,973 2,563,204
非支配持分 8,974 2,190
資本合計 2,109,947 2,565,394
負債及び資本合計 3,944,150 4,814,149

　

連結計算書類
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連結損益計算書

連結損益計算書 (単位：百万円)

科目
（ご参考）第92期
2022年４月 1 日から
2023年３月31日まで

第93期
2023年４月 1 日から
2024年３月31日まで

売上収益 3,774,468 4,702,947

売上原価 △3,037,993 △3,710,521

売上総利益 736,475 992,426

販売費及び一般管理費 △342,015 △396,864

研究開発費 △114,400 △113,508

その他の収益 6,358 4,835

その他の費用 △19,076 △17,792

持分法による投資損益 141 △899

営業利益 267,483 468,198

金融収益 36,796 80,406

金融費用 △25,913 △16,030

税引前利益 278,366 532,574

法人所得税費用 △79,282 △148,004

当期利益 199,084 384,570

当期利益の帰属

親会社の所有者 200,431 385,084

非支配持分 △1,347 △514

当期利益 199,084 384,570

１株当たり親会社の所有者に帰属する当期利益

基本的１株当たり親会社の所有者に帰属する当期利益（円） 261.33 509.20

希薄化後１株当たり親会社の所有者に帰属する当期利益（円） 261.32 509.18
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連結持分変動計算書

連結持分変動計算書 （2023年４月１日から2024年３月31日まで） (単位：百万円)

親会社の所有者に帰属する持分

非支配持分 資本合計
資 本 金 資本剰余金 自己株式 利益剰余金

その他の
資 本 の
構成要素

合 計

期首残高 153,795 160,178 △6,136 1,623,699 169,437 2,100,973 8,974 2,109,947

包括利益

当期利益 － － － 385,084 － 385,084 △514 384,570

その他の包括利益（税引後） － － － － 182,328 182,328 180 182,508

当期包括利益合計 － － － 385,084 182,328 567,412 △334 567,078

利益剰余金への振替 － － － 4,704 △4,704 － － －

所有者との取引等

剰余金の配当 － － － △65,266 － △65,266 － △65,266

自己株式の取得 － － △40,006 － － △40,006 － △40,006

自己株式の処分 － 4 234 － － 238 － 238

自己株式の消却 － △41,292 41,292 － － － － －

利益剰余金から資本剰余金への振替 － 41,288 － △41,288 － － － －

連結範囲の変動 － － － － － － － －

支配継続子会社に対する持分変動 － △147 － － － △147 △6,450 △6,597

所有者との取引等合計 － △147 1,520 △106,554 － △105,181 △6,450 △111,631

期末残高 153,795 160,031 △4,616 1,906,933 347,061 2,563,204 2,190 2,565,394
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連結注記表

国内 50社……富士機械株式会社、株式会社イチタン、東京スバル株式会社、他47社
海外 23社……スバル　ＵＳＡ　ホールディングス　インク、

スバル　オブ　インディアナ　オートモーティブ　インク、
スバル　オブ　アメリカ　インク、他20社

国内 ６社……西野機械工業株式会社、他５社
海外 ３社……スバル　オブ　タイワン　ＬＴＤ．、他２社

連結注記表
（連結計算書類作成のための基本となる重要性のある事項）

１. 連結計算書類の作成基準
　当社グループの連結計算書類は、会社計算規則第120条第１項の規定により、国際会計基準（以下
「IFRS」という。）に準拠して作成しています。ただし、同項後段の規定に準拠して、IFRSにより要請さ
れる記載および注記の一部を省略しています。

２. 連結の範囲および持分法の適用に関する事項
⑴ 連結子会社　　　73社

⑵ 持分法適用会社　９社

３. 連結の範囲および持分法適用の異動状況
⑴ 連結子会社

（新規）－
（除外）－

⑵ 持分法適用会社
（新規）－
（除外）株式会社スバル流通サービス

４. 会計方針に関する事項
⑴ 金融商品

①金融資産の評価基準および評価方法
（ⅰ）当初認識時点および測定

　当社グループは、金融資産について、純損益を通じて公正価値で測定する金融資産、その他の
包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産、償却原価で測定する金融資産に分類していま
す。
　営業債権は発生日に当初認識しています。その他のすべての金融資産は、当社グループが金融
商品の契約当事者となった時点で当初認識しています。
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連結注記表

　金融資産は、純損益を通じて公正価値で測定する区分に分類される場合は公正価値で当初測定
し、それ以外の区分に分類される場合は、個々の金融商品ごとに公正価値に取引費用を加算した
金額で当初測定しています。なお、重要な金融要素を含まない営業債権につきましては、取引価
格で当初測定しています。
　金融資産は、以下の要件をともに満たす場合には、償却原価で測定する金融資産に分類してい
ます。
・契約上のキャッシュ・フローを回収するために金融資産を保有することを目的とする事業モデ

ルに基づいて、金融資産が保有されている。
・金融資産の契約条件により、元本および元本残高に対する利息の支払のみであるキャッシュ・

フローが特定の日に生じる。
　負債性金融商品への投資は、以下の要件をともに満たす場合には、その他の包括利益を通じて
公正価値で測定する金融資産に分類しています。
・契約上のキャッシュ・フローを回収と売却の両方によって目的が達成される事業モデルに基づ

いて、金融資産が保有されている。
・金融資産の契約条件により、元本および元本残高に対する利息の支払のみであるキャッシュ・

フローが特定の日に生じる。
　資本性金融商品を除く金融資産で、上記の測定区分の要件を満たさないものは、純損益を通じ
て公正価値で測定する金融資産に分類しています。
　資本性金融商品については、売買目的で保有される資本性金融商品を除き、個々の商品ごと
に、その他の包括利益を通じて公正価値で測定するかを指定し、当該指定を継続的に適用してい
ます。当該指定がされなかった資本性金融商品は、純損益を通じて公正価値で測定する金融資産
に分類しています。

（ⅱ）事後測定
　金融資産の当初認識後の測定は、その分類に応じて以下の通り測定しています。
　償却原価により測定する金融資産については、実効金利法による償却原価により測定していま
す。
　純損益を通じて公正価値で測定する金融資産の公正価値の変動額は純損益として認識していま
す。
　また、その他の包括利益を通じて公正価値で測定する負債性金融商品は、純損益に認識される
利息収益、為替差損益及び減損を除き、公正価値の変動額はその他の包括利益として認識してい
ます。認識の中止時の利得または損失は純損益に認識します。
　一方、その他の包括利益を通じて公正価値で測定する資本性金融商品は、公正価値の変動額は
その他の包括利益として認識しています。なお、当該金融資産からの配当金については、金融収
益の一部として当期の純損益として認識しています。その他の包括利益として認識した金額は、
認識を中止した場合、もしくは公正価値が著しく低下した場合にその累積額を利益剰余金に振り
替えており、純損益には振り替えていません。
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連結注記表

（ⅲ）金融資産の減損
　償却原価で測定する金融資産、その他の包括利益を通じて公正価値で測定する負債性金融商
品、リース債権及び契約資産等に係る減損については、当該金融資産、リース債権及び契約資産
等に係る予想信用損失に対して損失評価引当金を認識しています。
　各報告日において、金融商品に係る信用リスクが当初認識以降に著しく増大したかどうかを評
価しており、当該信用リスクが当初認識以降に著しく増大していない場合には、当該金融商品に
係る損失評価引当金を12ヶ月の予想信用損失に等しい金額で測定しています。また、当該金融商
品に係る信用リスクが当初認識以降に著しく増大している場合には、当該金融資産に係る損失評
価引当金を全期間の予想信用損失に等しい金額で測定しています。
　ただし、営業債権、リース債権及び契約資産については、常に損失評価引当金を全期間の予想
信用損失に等しい金額で測定しています。
　金融商品の予想信用損失は、以下のものを反映する方法で見積っています。
　・一定範囲の生じ得る結果を評価することにより算定される、偏りのない確率加重金額
　・貨幣の時間価値
　・過去の事象、現在の状況および将来の経済状況の予測についての、報告日において過大なコ

ストや労力を掛けずに利用可能な合理的で裏付け可能な情報
　当該測定に係る金額は、純損益で認識しています。
　減損損失認識後に、予想信用損失の測定金額が減少した場合には、当該減少額を純損益として
戻入れています。

（ⅳ）金融資産の認識の中止
　当社グループは、金融資産からのキャッシュ・フローに対する契約上の権利が消滅する、また
は金融資産を譲渡し、かつ、当社グループが金融資産の所有のリスクと経済価値のほとんどすべ
てを移転する場合にのみ金融資産の認識を中止します。

②金融負債
（ⅰ）当初認識および測定

　当社グループは、金融負債について、純損益を通じて公正価値で測定する金融負債と償却原価
で測定する金融負債のいずれかに分類しています。この分類は、当初認識時に決定しています。
金融負債は、当社グループが契約当事者となった時点で当初認識しています。
　すべての金融負債は公正価値で当初測定していますが、償却原価で測定する金融負債について
は、直接帰属する取引費用を控除した金額で測定しています。
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連結注記表

（ⅱ）事後測定
　金融負債の当初認識後の測定は、その分類に応じて以下の通り測定しています。
　純損益を通じて公正価値で測定する金融負債については、デリバティブを含んでおり、当初認
識後公正価値で測定し、その変動については当期の純損益として認識しています。
　償却原価で測定する金融負債については、当初認識後実効金利法による償却原価で測定してい
ます。
　実効金利法による償却および認識が中止された場合の利得および損失については、金融損益の
一部として当期の純損益として認識しています。

（ⅲ）金融負債の認識の中止
　当社グループは、金融負債が消滅したとき、すなわち、契約中に特定された債務が免責、取消
し、または失効となった時に、金融負債の認識を中止します。

③デリバティブおよびヘッジ会計
　当社グループは、認識されている金融資産と負債および将来の取引に関するキャッシュ・フロ
ーを固定するため、先物為替予約を利用しています。また、借入金に係る支払金利に関するキャ
ッシュ・フローを固定するため、金利スワップ取引を利用しています。
　なお、上記デリバティブについて、ヘッジ会計の適用となるものはありません。

⑵ 棚卸資産の評価基準および評価方法
　棚卸資産は、取得原価と正味実現可能価額のいずれか低い価額で測定しています。正味実現可能価額
は、通常の事業過程における見積売価から、完成までに要する見積原価および見積販売費用を控除した
額です。取得原価は、主として移動平均法による原価法に基づいて算定しており、購入原価、加工費お
よび現在の場所および状態に至るまでに要したすべての費用を含んでいます。

⑶ 有形固定資産の評価基準、評価方法および減価償却の方法
　有形固定資産については、原価モデルを採用し、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を
控除した額で計上しています。取得原価には、資産の取得に直接関連する費用、解体・除去および土地
の原状回復費用および資産計上すべき借入費用が含まれています。土地及び建設仮勘定以外の各資産の
減価償却費は、それぞれの見積耐用年数にわたり、定額法で計上しています。
・建物及び構築物　　　２～60年
・機械装置及び運搬具　２～20年
・工具器具及び備品　　２～20年
　なお、見積耐用年数、残存価額および減価償却方法は、各年度末に見直しを行い、変更があった場合
は、会計上の見積りの変更として将来に向かって適用しています。
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⑷ 無形資産の評価基準、評価方法および償却方法
①のれん

　当社グループはのれんを、取得日時点で測定した被取得企業に対する非支配持分の認識額を含む譲渡
対価の公正価値から、取得日時点における識別可能な取得資産および引受負債の純認識額（通常、公正
価値）を控除した額として測定しています。のれんの償却は行わず、毎期および減損の兆候が存在する
場合には、その都度、減損テストを実施しています。のれんの減損損失は純損益において認識され、そ
の後の戻入れは行っていません。また、のれんは取得原価から減損損失累計額を控除した額で計上して
います。

②開発資産
　新しい科学的または技術的知識の獲得のために行われる研究活動に対する支出は、発生時に費用認識
しています。開発活動による支出については、信頼性をもって測定可能であり、技術的かつ商業的に実
現可能であり、将来的に経済的便益を得られる可能性が高く、当社グループが開発を完成させ、当該資
産を使用または販売する意図およびそのための十分な資質を有している場合にのみ、無形資産として資
産認識しています。
　開発資産の見積耐用年数は以下の通りです。定額法で償却しています。
・開発資産　２～５年

③その他の無形資産
　個別に取得した無形資産は、原価モデルを採用し、当初認識時に取得原価で計上しています。
　のれん以外の無形資産は、当初認識後、それぞれの見積耐用年数にわたって定額法で償却され、取得
原価から償却累計額及び減損損失累計額を控除した帳簿価額で計上しています。主要な無形資産の見積
耐用年数は以下の通りです。なお、耐用年数を確定できない無形資産はありません。
・ソフトウエア　２～10年

⑸ リース資産の評価基準、評価方法および減価償却の方法
　リース契約開始時に、当社グループは、その契約がリースであるか否か、またはその契約にリースが
含まれているか否かを判断します。
＜当社グループが借手のリース＞

　リース開始日において使用権資産及びリース負債を認識しています。
　使用権資産は開始日において取得原価で測定しています。開始日後においては、原価モデルを適用
して、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除して測定しています。原資産の所有権
がリース期間の終了時までに借手に移転する場合または、使用権資産の取得原価が借手の購入オプシ
ョンを行使することを反映している場合には、使用権資産を開始日から原資産の見積耐用年数の終了
時まで減価償却しています。それ以外の場合は、開始日から使用権資産の見積耐用年数またはリース
期間の終了時のいずれか早い時まで減価償却しています。
　リース負債は、開始日において同日現在支払われていないリース料の現在価値で測定しています。
開始日後においては、リース負債に係る金利や、支払われたリース料を反映させ帳簿価額を増減して
います。リース負債を見直した場合または独立したリースとして会計処理することが要求されないリ
ースの条件変更が行われた場合には、リース負債を再測定し使用権資産を修正するか純損益に認識し
ています。
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　なお、短期リース及び少額資産のリースについては、IFRS第16号第５項、第６項を適用し、リー
ス料をリース期間にわたり定額法により費用認識しています。

＜当社グループが貸手のリース＞
　資産の所有に伴うリスクと経済価値のほとんどすべてを移転するリース取引をファイナンス・リー
スに、それ以外の場合はオペレーティング・リースに分類しています。
　ファイナンス・リースに係る顧客からの受取債権は、リース投資未回収総額をリースの計算利子率
で割引いた現在価値で当初認識し、連結財政状態計算書上の営業債権及びその他の債権に含めていま
す。
　オペレーティング・リース取引においては、対象となるリース物件を連結財政状態計算書に認識
し、受取リース料を売上収益として、リース期間にわたって認識しています。

⑹ 投資不動産
　投資不動産は、賃貸収入またはキャピタル・ゲイン、もしくはその両方を得ることを目的として保有
する不動産です。投資不動産は、原価モデルを採用し、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計
額を控除した額で計上しています。土地及び建設仮勘定以外の各資産の減価償却費は、それぞれの見積
耐用年数にわたり、定額法で計上しています。主要な資産項目の見積耐用年数は以下の通りです。
・建物及び構築物　２～50年

⑺ 減損
　棚卸資産及び繰延税金資産を除く当社グループの非金融資産の帳簿価額は、期末日ごとに減損の兆候
の有無を判断しています。減損の兆候が存在する場合は、当該資産の回収可能価額を見積っています。
のれんおよび未だ使用可能ではない無形資産については、回収可能価額を毎年同じ時期に見積っていま
す。
　資産または資金生成単位の回収可能価額は、使用価値と処分費用控除後の公正価値のうちいずれか大
きい方の金額としています。使用価値の算定において、見積将来キャッシュ・フローは、貨幣の時間的
価値および当該資産に固有のリスクを反映した税引前割引率を用いて現在価値に割り引いています。減
損テストにおいて個別にテストされない資産は、継続的な使用により他の資産または資産グループのキ
ャッシュ・インフローから、概ね独立したキャッシュ・インフローを生成する最小の資金生成単位に統
合しています。のれんの資金生成単位については、のれんが内部報告目的で管理される単位に基づき決
定し、集約前の事業セグメントの範囲内となっています。企業結合により取得したのれんは、結合のシ
ナジーが得られると期待される資金生成単位に配分しています。
　当社グループの全社資産は、独立したキャッシュ・インフローを生成していません。全社資産に減損
の兆候がある場合、全社資産が帰属する資金生成単位の回収可能価額に基づき減損テストを実施してい
ます。
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　減損損失は、資産または資金生成単位の帳簿価額が見積回収可能価額を超過する場合に純損益として
認識しています。資金生成単位に関連して認識した減損損失は、まずその単位に配分されたのれんの帳
簿価額を減額するように配分し、次に資金生成単位内のその他の資産の帳簿価額を比例的に減額してい
ます。
　のれんに関連する減損損失は戻入れしていません。その他の資産については、過去に認識した減損損
失は、毎期末日において損失の減少または消滅を示す兆候の有無を評価しています。回収可能価額の決
定に使用した見積りが変化した場合は、減損損失を戻入れしています。減損損失は、減損損失を認識し
なかった場合の帳簿価額から必要な減価償却費および償却額を控除した後の帳簿価額を超えない金額を
上限として回収可能価額まで戻入れしています。

⑻ 従業員給付
①短期従業員給付

　給与、賞与及び年次有給休暇などの短期従業員給付については、勤務の対価として支払うと見込まれ
る金額を、従業員が勤務を提供した時に費用として認識しています。

②退職給付
　当社グループは、従業員の退職給付制度として確定拠出制度と確定給付制度を運営しています。

　　(a)　確定拠出制度
　確定拠出制度については、確定拠出制度に支払うべき拠出額を、従業員が関連する勤務を提供し
た時に費用として認識しています。

　　(b)　確定給付制度
　当社グループは、確定給付制度として、退職一時金制度および確定給付年金制度を採用していま
す。当社グループは、確定給付制度債務の現在価値および関連する当期勤務費用ならびに過去勤務
費用を、予測単位積増方式を用いて算定しています。
　割引率は、将来の毎年度の給付支払見込日までの期間を基に割引期間を設定し、割引期間に対応
した期末日時点の優良社債の市場利回りに基づき決定しています。
　確定給付制度に係る負債または資産は、確定給付制度債務の現在価値から、制度資産の公正価値
を控除して算定しています。また、確定給付制度に係る負債または資産の純額に係る純利息費用
は、金融費用として計上しています。確定給付制度債務の現在価値と制度資産の公正価値の再測定
に伴う調整額は、発生した期においてその他の包括利益として一括認識し、発生時にその他の資本
の構成要素から利益剰余金に振り替えています。過去勤務費用は以下のいずれか早い時点で費用と
して認識しています。
（ⅰ）制度改訂または縮小が発生した時点
（ⅱ）関連するリストラクチャリング費用を認識する時点
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⑼ 収益
①顧客との契約から生じる収益

　当社グループは、顧客との契約における履行義務を識別し、収益を、顧客への財またはサービスの移
転と交換に企業が権利を得ると見込んでいる対価の金額で認識しています。また、顧客との契約におけ
る対価に変動対価が含まれている場合には、変動対価に関する不確実性がその後に解消される際に、認
識した収益の累計額の重大な戻入れが生じない可能性が非常に高い範囲でのみ、取引価格に含めていま
す。
　収益は、顧客との契約における履行義務の充足に従い、一時点または一定期間にわたり認識していま
す。
　新車販売については、新車の引渡時点において顧客が当該車両に対する支配を獲得することから、履
行義務が充足されると判断しており、当該車両の引渡時点で収益を認識しています。
　なお、自動車事業では、製品に関して通常の瑕疵担保に加えて、オプションの保証延長サービスを有
償で提供しています。当該保証延長サービスの収益は、履行義務の進捗に応じて一定期間にわたり収益
を認識しています。

②ファイナンス・リースの収益
　当社グループが製造業者または販売業者としての貸手となる場合は、製品の販売とみなされる部分に
ついて売上収益と対応する原価、販売損益をリース開始日に認識しています。
　ファイナンス・リースに係る金融収益は、当社グループの正味リース投資未回収額に対して一定の期
間利益率を反映する方法で認識しています。

③オペレーティング・リースの収益
　オペレーティング・リースに係る収益は、リース期間にわたって定額法により認識しています。

④利息収益
　利息収益は、実効金利法により認識しています。

⑤配当金
　配当による収益は、配当を受ける権利が確定した時点で認識しています。

⑽ 引当金
　引当金は、過去の事象の結果として、当社グループが、現在の法的または推定的債務を負っており、
当該債務を決済するために経済的資源の流出が生じる可能性が高く、当該債務の金額について信頼性の
ある見積りができる場合に認識しています。なお、貨幣の時間的価値が重要な場合には、見積将来キャ
ッシュ・フローを貨幣の時間的価値および当該負債に特有のリスクを反映した税引前の利率を用いて現
在価値に割り引いています。時の経過に伴う割引額の割戻しは金融費用として認識しています。

①資産除去債務
　賃借契約終了時に原状回復義務のある賃借事務所等の原状回復費用見込額について、資産除去債務を
認識しています。
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②製品保証引当金
　当社グループは、製品販売時に付与した保証約款に基づく製品保証とともに、主務官庁への届出等に
基づいて個別に無償の補修を行っています。
　保証約款に基づく製品保証の対象は、各国における保証約款に基づき、期間および走行距離や不具合
の原因等により決定しています。
　保証約款に基づく製品保証の保証修理費用は、製品を販売した時点で引当金を認識しており、保証期
間内に不具合が発生して部品を修理または交換する際に発生する費用の総額について、過去の補修実
績、過去の売上台数を基礎として将来の発生見込みに基づく最善の見積りにより引当計上しています。
　主務官庁への届出等に基づく保証修理費用については、経済的便益を有する資源の流出が生じる可能
性が高く、その債務の金額について信頼性をもって見積ることができる場合に引当金を認識しており、
製品の不具合に関する過去の経験を基礎として算定した台当たり補修費用等および対象台数に基づく最
善の見積りにより引当計上しています。

③工事損失引当金
　航空宇宙事業の受注工事の損失に備えるため、連結会計年度末における未引渡工事のうち、損失の発
生が見込まれ、かつ、損失金額を合理的に見積ることができる工事について、当該損失見込額を認識し
ています。

④自動車環境規制関連引当金
　環境規制に対応する費用の発生に備えるため、当連結会計年度末における発生見込額を計上してい
ます。

⑾ その他連結計算書類作成のための重要な事項
①金額表示の単位

　金額表示の単位については、四捨五入により表示しています。
②グループ通算制度の適用

　グループ通算制度を適用しています。

（会計方針の変更）
　当社グループは、当連結会計年度よりIAS12号の修正「単一の取引から生じた資産及び負債に係る繰延税
金」を適用しています。なお、本基準の適用による連結財務諸表に与える重要な影響はありません。
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（収益認識に関する注記）
⑴ 収益の分解

　当社グループは、IFRS第15号「顧客との契約から生じる収益」を適用しており、下記の５ステップアプ
ローチに基づき、収益を認識しています。

ステップ１：顧客との契約を識別する
ステップ２：契約における履行義務を識別する
ステップ３：取引価格を算定する
ステップ４：取引価格を契約における履行義務に配分する
ステップ５：履行義務の充足時に収益を認識する

　自動車セグメントは自動車の製造・販売・メンテナンス等のサービスを主な事業としています。
　車両の販売については、多くの場合、製品の引き渡し時点において、顧客が当該製品に対する支配を獲
得し、履行義務が充足されると判断していることから、主として当該製品の引き渡し時点で収益を認識し
ています。メンテナンスなどのサービス収入は、一定期間にわたって収益として認識しています。製品の
販売に係る対価の支払は、通常、製品に対する支配が顧客に移転してから30日以内に行われています。
　なお、製品の販売における顧客との契約には製品が合意された仕様に従っていることを保証する条項が
含まれており、当社グループは、この保証に関連する費用に対して製品保証引当金を認識しています。製
品保証引当金の詳細につきましては、「（連結計算書類作成のための基本となる重要性のある事項）４．
会計方針に関する事項⑽ 引当金　②製品保証引当金」をご参照ください。
　航空宇宙セグメントでは請負契約を顧客と締結しています。請負契約の工事に係る収益については、履
行義務の進捗に応じて収益認識しています。進捗度の測定は、発生したコストに基づいたインプット法な
どにより行っています。請負契約に係る対価の支払は、通常、顧客との契約に基づき段階的に行われてい
ます。
　当社グループの事業セグメントは、自動車、航空宇宙およびその他の３つに区分されています。また、
売上収益は顧客の所在地を基礎として、地域別に分解しています。これらの分解した売上収益と各セグメ
ントの売上収益との関係は以下の通りです。
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（単位：百万円）
自動車 航空宇宙 その他(注３) 合計

顧客との契約から生じる収益

日本 565,678 51,571 1,642 618,891

北米 3,653,862 52,740 141 3,706,743

欧州 115,645 6 4 115,655

アジア 57,617 － 3 57,620

その他 195,315 － 10 195,325

合計 4,588,117 104,317 1,800 4,694,234

その他の源泉から認識した収益（注２） 5,522 － 3,191 8,713

合計 4,593,639 104,317 4,991 4,702,947

（単位：百万円）
当連結会計年度末

（2024年３月31日）
営業債権及びその他の債権に含まれる債権 118,175

営業債権及びその他の債権に含まれる契約資産 24,374

その他の流動負債に含まれる契約負債 182,615

その他の非流動負債に含まれる契約負債 327,728

当連結会計年度（自　2023年４月１日　至　2024年３月31日）

（注）１．グループ会社間の内部取引控除後の金額を表示しています。
２．その他の源泉から認識した収益には、IFRS第16号「リース」にしたがい会計処理している製品のリース収益などが含まれてい

ます。
３．その他セグメントには、不動産賃貸事業などが含まれています。

⑵ 契約残高
　当連結会計年度における顧客との契約から生じた債権、契約資産および契約負債は、以下の通りです。
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（単位：百万円）
当連結会計年度末

（2024年３月31日）
１年以内 289,393

１年超 737,226

合計 1,026,619

繰延税金資産 72,626百万円

　契約資産は主に、航空宇宙事業における航空機製作および定期修理等の契約について、進捗度の測定に
基づいて認識した当社グループの権利に関連するものであり、当該工事の納品がすべて完了した時点で債
権に振り替えられます。
　契約負債は主に、自動車事業の有償保証延長サービス等の前受対価、および航空宇宙事業の航空機製作
や定期修理等の完了時に収益を認識する契約に関連するものです。
　当連結会計年度に認識した収益のうち期首現在の契約負債残高に含まれていた金額は、110,836百万円
です。
　過去の期間に充足（または部分的に充足）した履行義務から認識した収益の金額に重要性はありませ
ん。

⑶ 残存履行義務に配分した取引価格
　未充足（または部分的に未充足）の履行義務に配分した取引価格の総額および収益の認識が見込まれる
期間別の内訳は、以下の通りです。
　なお、顧客との契約から生じる対価の中に、取引価格に含まれていない重要な金額はありません。
　また、実務上の便法として、当初予想契約期間が１年を超えない取引については、以下の金額に含めて
いません。

⑷ 顧客との契約の獲得または履行のためのコストから認識した資産
　当社グループにおいては、資産として認識すべき重要な契約獲得の増分コストおよび契約を履行するた
めのコストはありません。

（会計上の見積りに関する注記）
　会計上の見積りにより当連結会計年度に係る連結計算書類にその額を計上した項目であって、翌連結会計
年度に係る連結計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次の通りです。
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製品保証引当金 237,748百万円

営業債権及びその他の債権から控除した損失評価引当金 387百万円
その他の金融資産（非流動）から控除した損失評価引当金 426百万円

２. 有形固定資産に対する減価償却累計額および減損損失累計額 1,546,174百万円

有形固定資産 8,106百万円

その他の非流動負債 1,627百万円
その他の流動負債 4百万円

スバル　カナダ　インクの取引先 25,312百万円
従業員 2,285百万円
その他 508百万円

合計 28,105百万円

　繰延税金資産は将来減算一時差異等を使用できるだけの課税所得が稼得される可能性が高い範囲内で認識
し、繰延税金負債は原則としてすべての将来加算一時差異について認識しています。
　当該見積りは、将来の不確実な経済条件の変動などによって影響を受ける可能性があり、実際に発生した
課税所得の時期および金額が見積りと異なった場合、翌連結会計年度の連結計算書類において、繰延税金資
産の金額に重要な影響を与える可能性があります。

　製品保証引当金の算定方法、および算定に用いた主要な仮定は、（連結計算書類作成のための基本となる
重要性のある事項）４．会計方針に関する事項　⑽引当金　②製品保証引当金に記載しています。
　発生が見込まれる保証修理費用について、現在入手可能な情報に基づき必要十分な金額を引当計上してい
ると考えていますが、製品保証引当金の計算では将来複数年にわたり生じる保証修理費用を予測しているた
め、実際の保証修理費用が見積りと乖離することにより、製品保証引当金を追加計上する必要が生じる可能
性があることから、連結計算書類に重要な影響を与える可能性があります。

（連結財政状態計算書関係）
１. 資産に係る引当金は以下の通りです。

３. 有形固定資産の連結財政状態計算書計上額は、国庫補助金などによる圧縮記帳額6,905百万円を直接控除
して表示しています。

４. 担保に供している資産ならびに担保付債務
⑴ 担保資産

⑵ 担保付債務

５. 偶発債務
⑴ 連結会社以外の者の、金融機関からの借入金等に対する保証債務
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当座貸越契約及び貸出コミットメントの総額 7,800百万円
貸出実行残高 2,880百万円

差引額 4,920百万円

１. 発行済株式の種類および総数ならびに自己株式の種類および株式数に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度
期首株式数（株）

当連結会計年度
増加株式数（株）

当連結会計年度
減少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発 行 済 株 式

普通株式（注１） 769,175,873 － 15,274,300 753,901,573

自 己 株 式

普通株式（注２） 2,194,065 15,276,655 15,363,271 2,107,449

⑵ その他の偶発債務
　2016年５月４日のタカタ株式会社（現・TKJP株式会社）の米国子会社とＮＨＴＳＡ（米国運輸省道路
交通安全局）との修正合意内容、2016年５月27日の国土交通省の「タカタ製エアバッグ・インフレータ
に係るリコールの拡大スケジュールについて」およびこれら両当局からの要請を踏まえたその他地域（中
国及び豪州他）における対応方針に基づいたタカタ製エアバッグインフレータに関する市場措置範囲拡大
に伴う費用について、金額を合理的に見積ることができる費用については計上しています。しかしなが
ら、今後新たな事象の発生などにより追加的な計上が必要となる可能性があります。

６. 連結子会社（スバルファイナンス株式会社）における、当座貸越契約および貸出コミットメントに係る貸
出未実行残高は、次の通りです。

７. 損失が見込まれる工事契約に係る棚卸資産と工事損失引当金（流動負債の引当金）は、相殺せずに両建て
で表示しています。
　損失が見込まれる工事契約に係る棚卸資産のうち、工事損失引当金（流動負債の引当金）に対応する額
は3,347百万円（すべて仕掛品）です。

（連結持分変動計算書関係）

（注）１．発行済株式の減少株式数15,274,300株は、保有自己株式の消却によるものです。
２．自己株式の増加株式数15,276,655株は、主に自己株式の取得によるものです。

自己株式の減少株式数15,363,271株は、主に自己株式の消却によるものです。
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決議 株式の種類 配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円) 基準日 効力発生日

2023年６月21日
第92期　定時株主総会 普通株式 29,161 38.0 2023年３月31日 2023年６月22日

2023年11月２日
取締役会 普通株式 36,105 48.0 2023年９月30日 2023年12月７日

決議 株式の種類 配当金の総額
（百万円） 配当の原資 １株当たり

配当額(円) 基準日 効力発生日

2024年６月19日
第93期　定時株主総会 普通株式 43,627 利益剰余金 58.0 2024年３月31日 2024年６月20日

２. 配当に関する事項
⑴ 配当金支払額

（注）2023年11月２日取締役会決議の１株当たり配当額には、記念配当10円が含まれています。

⑵ 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

（注）2024年６月19日第93期定時株主総会決議の１株当たり配当額には、記念配当10円が含まれています。

（金融商品関係）
１. 金融商品の状況に関する事項

⑴ リスク管理に関する事項
　当社グループの事業活動は、事業環境・金融市場環境による影響を受けています。事業活動の過程で保
有するまたは引き受ける金融商品は固有のリスクにさらされています。リスクには、①信用リスク、②市
場リスクおよび③流動性リスクが含まれています。当社グループは、社内での管理体制の構築や金融商品
を用いてグループの財政状態および業績に与える影響を最小限にする危機管理を実行しています。具体的
には、当社グループは以下の方法に従って管理をしています。

⑵ 信用リスク
　信用リスクは、保有する金融資産の相手先が契約上の債務に関して債務不履行になり、当社グループに
財務上の損失が発生するリスクです。当社グループの営業債権、リース債権、契約資産及びその他の債権
は、顧客および取引先の信用リスクにさらされています。また、主に余剰資金の運用のため保有している
債券などは、発行体の信用リスクにさらされています。さらに、当社グループが為替変動リスクおよび金
利変動リスクをヘッジする目的で行っているデリバティブ取引、および銀行取引については、これらの取
引の相手方である金融機関の信用リスクにさらされています。

⑶ 市場リスク
　当社グループでは、外貨建ての営業債権債務について、通貨別月別に把握された為替の変動リスクに対
して、原則として先物為替予約、通貨オプションを利用してヘッジしています。なお、為替相場の状況に
より、半年を限度として外貨建ての営業債権と営業債務をネットしたポジションに対して先物為替予約取
引などを行っています。
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連結財政状態計算書計上額 公正価値
営業債権及びその他の債権

営業貸付金 169,296 174,400
リース債権 10,858 11,862
売掛金、未収入金等（注１） 196,094 －

その他の金融資産
公正価値で測定する負債性金融商品 260,691 260,691
資本性金融商品 222,676 222,676
デリバティブ 28 28
その他（注１、４） 597,519 －

資金調達に係る債務
借入金 296,500 294,597
社債 103,000 101,380

営業債務及びその他の債務（注１） 384,510 －
その他の金融負債

デリバティブ 11,710 11,710
その他（注１、３） 28,386 －

⑷ 流動性リスク
　当社グループは、事業資金を金融機関からの借入金及び社債により調達しています。このため、金融シ
ステム・金融資本市場の混乱や、格付け会社による当社グループの信用格付けの大幅な引き下げなどの事
態が生じた場合には、資金調達が制約され、支払期日に支払を実行できなくなる可能性があります。
　当社は、流動性・安定性の確保のために、十分な規模の現金及び現金同等物を保有することに加え、主
要金融機関とコミットメントライン契約を締結しており、現在必要とされる資金水準を満たす流動性を保
持することに努めています。

２. 金融商品の公正価値などに関する事項
　2024年３月31日における連結財政状態計算書計上額および公正価値については、次の通りです。

（単位：百万円）

（注）１．帳簿価額と公正価値が近似していることから、公正価値の開示を省略しています。
２．現金及び現金同等物については帳簿価額と公正価値が近似しているため表に含まれていません。
３．リース負債（連結財政状態計算書計上額123,849百万円）は含まれていません。
４．その他の金融資産に含まれる「その他」の主な内訳は定期預金です。

－ 36 －



2024/05/17 12:35:17 / 23069813_株式会社ＳＵＢＡＲＵ_招集通知

連結注記表

３. 金融商品の公正価値のレベルごとの内訳などに関する事項
⑴ 公正価値の算定に用いた評価技法

　当社グループは金融商品の公正価値の測定に使われる評価手法におけるインプットを次の３つのレベ
ルに順位付けしています。

レベル１　測定日現在において入手しうる同一の資産または負債の活発な市場における公表価格
レベル２　レベル１に分類される公表価格以外で、当該資産または負債について、直接または間接的に市

場で観察可能なインプット
レベル３　当該資産または負債について、市場で観察不能なインプット

⑵ 金融商品の公正価値の測定方法および前提条件
　資産及び負債の公正価値は、関連市場情報および適切な評価方法を使用して決定しています。
　資産及び負債の公正価値の測定方法および前提条件は、以下の通りです。

（現金及び現金同等物、営業債権及びその他の債権、営業債務及びその他の債務）
　現金及び現金同等物、営業債権及びその他の債権ならびに、営業債務及びその他の債務は償却原価で
測定しています。ただし、そのうちリース債権はIFRS第16号「リース」にしたがい、測定しています。
　営業貸付金及びリース債権の公正価値については、一定の期間ごとに区分した債権ごとに、債権額を
満期までの期間および信用リスクを加味した利率により割り引いた現在価値に基づいて算定していま
す。従って、信用リスクが観察不能であるため、公正価値の測定はレベル３に分類しています。
　営業貸付金、リース債権以外の金融商品の公正価値は、短期間で決済されるため、帳簿価額と近似し
ています。

（その他の負債性金融商品）
　負債性金融商品（公正価値で測定する金融資産）は、主に国債、社債、投資信託および投資事業組合
への出資金などで構成されています。
　活発な市場のある国債および投資信託の公正価値は、市場における公正価値に基づいて測定していま
す。従って、国債および投資信託の公正価値の測定はレベル１に分類しています。
　社債などの公正価値は金融機関などの価格決定モデルに基づき、信用格付けや割引率などの市場で観
察可能なインプットを用いて測定しています。従って、社債などの公正価値の測定はレベル２に分類し
ています。
　投資事業組合への出資金の公正価値は、組合財産の公正価値を見積もった上、当該公正価値に対する
持分相当額で測定しています。従って、投資事業組合への出資金の公正価値の測定は、観察不能なイン
プットを用いているため、レベル３に分類しています。
　その他の負債性金融商品はその他の金融資産（流動）またはその他の金融資産（非流動）に計上して
います。

（資本性金融商品）
　資本性金融商品は、主に株式で構成されています。
　活発な市場のある資本性金融商品の公正価値は、市場における公表価格に基づいて測定しています。
　従って、活発な市場のある資本性金融商品の公正価値の測定はレベル１に分類しています。

－ 37 －



2024/05/17 12:35:17 / 23069813_株式会社ＳＵＢＡＲＵ_招集通知

連結注記表

　活発な市場のない資本性金融商品の公正価値は、原則として、類似企業比較法またはその他の適切な
評価方法を用いて測定しています。従って、活発な市場のない資本性金融商品の公正価値の測定はレベ
ル３に分類しています。
　資本性金融商品はその他の金融資産（非流動）に計上しています。
　当該公正価値は、適切な権限者に承認された連結決算方針書にしたがい、当社グループの経理部門担
当者などが評価方法を決定し、測定しています。

（資金調達に係る債務）
　資金調達に係る債務は償却原価で測定しています。資金調達に係る債務の公正価値は、条件および残
存期間の類似する債務に対し適用される現在入手可能な利率を使用し、将来のキャッシュ・フローを現
在価値に割り引くことによって測定しています。従って、資金調達に係る債務の公正価値の測定はレベ
ル２に分類しています。

（デリバティブ）
　デリバティブは、先物為替予約および金利スワップから構成されています。
　公正価値は、取引先金融機関から提示された価格や為替レートなどの観察可能なインプットに基づい
て測定しています。したがって、デリバティブの公正価値の測定はレベル２に分類しています。
　デリバティブはその他の金融資産（流動）またはその他の金融負債（流動）に計上しています。

（その他の金融負債）
　デリバティブ以外のその他の金融負債には、主に有償支給に係る負債が含まれています。
　有償支給に係る負債は償却原価で測定し、リース負債はIFRS第16号「リース」にしたがい、測定して
います。
　その他の金融負債の公正価値は、帳簿価額と近似しています。
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連結注記表

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

その他の金融資産

純損益を通じて公正価値で測
定する金融資産

デリバティブ － 28 － 28

負債性金融商品 40,610 122 2,190 42,922

小計 40,610 150 2,190 42,950

その他の包括利益を通じて公
正価値で測定する金融資産

資本性金融商品 215,194 － 7,482 222,676

負債性金融商品 82,249 135,520 － 217,769

小計 297,443 135,520 7,482 440,445

合計 338,053 135,670 9,672 483,395

その他の金融負債

純損益を通じて公正価値で測
定する金融負債

デリバティブ － 11,710 － 11,710

合計 － 11,710 － 11,710

⑶ 公正価値をもって連結財政状態計算書計上額とする金融資産及び金融負債
　当連結会計年度における公正価値をもって連結財政状態計算書計上額とする金融資産及び金融負債
は、以下の通りです。

（単位：百万円）

　公正価値ヒエラルキーのレベル間の振替は、振替を生じさせた事象または状況の変化が生じた日に認識し
ています。
　レベル間の重要な振替が行われた金融商品はありません。
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連結注記表

当連結会計年度
（自　2023年４月 1 日

至　2024年３月31日）
資本性金融商品 負債性金融商品

期首残高 5,973 1,332

利得または損失

純損益 － 171

その他の包括利益 1,509 －

購入 － 687

売却 － －

為替換算差額 － －

期末残高 7,482 2,190

純損益に含まれる報告期間の末日に保有する資産
に係る未実現損益 － 80

⑷ レベル３に区分した金融商品の調整表
　公正価値ヒエラルキーレベル３に区分した経常的な公正価値測定について、期首残高から期末残高へ
の調整表は以下の通りです。

（単位：百万円）

（注）１．当連結会計年度の純損益に含まれる利得または損失は、連結損益計算書の金融収益及び金融費用に
含まれています。

２．当連結会計年度のその他の包括利益に含まれる利得または損失は、連結包括利益計算書のその他の
包括利益を通じて測定するものとして指定した資本性金融商品の公正価値の純変動額に含まれてい
ます。

３．当連結会計年度の負債性金融商品の純損益に含まれる報告期間の末日に保有する資産に係る未実現
損益は、連結損益計算書の「金融収益」に含まれています。
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連結注記表

当連結会計年度
（2024年３月31日）

帳簿価額 公正価値
営業債権及びその他の債権

営業貸付金 169,296 174,400
リース債権 10,858 11,862
売掛金、未収入金等（注１） 196,094 －

その他の金融資産（注１、２） 597,519 －
資金調達に係る債務

借入金 296,500 294,597
社債 103,000 101,380

営業債務及びその他の債務（注１） 384,510 －
その他の金融負債（注１、３） 28,386 －

⑸ 公正価値をもって連結財政状態計算書計上額としない金融資産及び金融負債
　当連結会計年度における公正価値をもって連結財政状態計算書計上額としない金融資産及び金融負債
は、以下の通りです。

（単位：百万円）

（注）１．帳簿価額と公正価値が近似していることから、公正価値の開示を省略しています。
２．「⑶ 公正価値をもって連結財政状態計算書計上額とする金融資産及び金融負債」において開示

されている項目は含まれていません。
３．その他の金融負債にはデリバティブ11,710百万円およびリース負債123,849百万円は含まれて

いません。
４．現金及び現金同等物については帳簿価額と公正価値が近似しているため表に含まれていませ

ん。
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連結注記表

帳簿価額 公正価値
21,766 38,091

１. １株当たり親会社の所有者に帰属する持分 3,409円45銭
２. １株当たり親会社の所有者に帰属する当期利益

　基本的１株当たり親会社の所有者に帰属する当期利益 509円20銭
　希薄化後１株当たり親会社の所有者に帰属する当期利益 509円18銭

（投資不動産関係）
１. 投資不動産の概要

　当社および一部の連結子会社では、埼玉県その他の地域において、賃貸オフィスビルや賃貸商業施設を
所有しています。

２. 投資不動産の公正価値に関する事項
（単位：百万円）

（注）１. 帳簿価額は、取得原価から減価償却累計額および減損損失累計額を控除した金額です。
２. 公正価値は、一部の主要な物件については社外の不動産鑑定士による評価に基づく金額です。それ以

外の物件については主に路線価に基づいて自社で算定した金額です。

（１株当たり情報）

（重要な後発事象）
（自己株式の取得および消却）

　当社は、2024年５月13日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用さ
れる同法第156条の規定に基づき自己株式取得に係る事項、および会社法第178条の規定に基づき自己株式
消却に係る事項について決議しました。
１. 自己株式の取得および消却を行う理由

　資本効率の向上を目的として自己株式の取得および消却を行います。
２. 取得の内容

⑴ 取得対象株式の種類　：当社普通株式
⑵ 取得し得る株式の総数：2,300万株（上限）

（発行済株式総数（自己株式を除く）に対する割合：3.1％）
⑶ 株式の取得価額の総額：60,000百万円（上限）
⑷ 取得期間　　　　　　：2024年５月14日～2024年12月30日（予定）
⑸ 取得方法　　　　　　：東京証券取引所における市場買付

（自己株式取得に係る取引一任契約に基づく市場買付け）
３. 消却の内容

⑴ 消却対象株式の種類　：当社普通株式
⑵ 消却し得る株式の総数：2,300万株（上記２．により取得した自己株式全数）
⑶ 消却予定日　　　　　：未定
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（ご参考）連結キャッシュ・フロー計算書

（ご参考）連結キャッシュ・フロー計算書 (単位：百万円)

科目
（ご参考）第92期
2022年４月 1 日から
2023年３月31日まで

第93期
2023年４月 1 日から
2024年３月31日まで

営業活動によるキャッシュ・フロー
税引前利益 278,366 532,574
減価償却費及び償却費 239,806 217,780
持分法による投資損益（△は益） △141 899
金融収益 △36,796 △80,406
金融費用 25,913 16,030
営業債権及びその他の債権の増減額（△は増加） △14,986 △7,320
棚卸資産の増減額（△は増加） △92,046 51,811
営業債務及びその他の債務の増減額（△は減少） 97,791 △8,232
引当金及び従業員給付に係る負債の増減額（△は減少） 3,006 92,533
その他 14,999 14,787
小計 515,912 830,456
利息の受取額 19,810 45,171
配当金の受取額 4,418 5,162
利息の支払額 △2,341 △2,654
法人所得税の支払額 △34,040 △110,470
営業活動によるキャッシュ・フロー 503,759 767,665
投資活動によるキャッシュ・フロー
定期預金の純増減額（△は増加） △110,329 △366,096
有形固定資産の取得による支出 △134,997 △188,147
有形固定資産の売却による収入 5,975 2,845
無形資産の取得及び内部開発に関わる支出 △59,869 △111,731
その他の金融資産の取得による支出 △320,687 △339,655
その他の金融資産の売却または回収による収入 284,227 301,676
その他 △1,133 △2,591
投資活動によるキャッシュ・フロー △336,813 △703,699
財務活動によるキャッシュ・フロー
短期借入金の純増減額（△は減少） △300 △201
長期借入金の返済による支出 △51,152 △45,402
長期借入れによる収入 30,000 119,500
社債の償還による支出 － △10,000
社債の発行による収入 － 23,000
リース負債の返済による支出 △50,253 △42,719
非支配持分からの子会社持分取得による支出 － △5,327
自己株式の取得による支出 △４ △40,006
親会社の所有者への配当金の支払額 △50,597 △65,203
その他 △１ △111
財務活動によるキャッシュ・フロー △122,307 △66,469
現金及び現金同等物の為替変動の影響額 51,816 70,974
現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 96,455 68,471
現金及び現金同等物の期首残高 883,074 979,529
現金及び現金同等物の期末残高 979,529 1,048,000
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貸借対照表

貸借対照表 (単位：百万円)

科目 (ご参考) 第92期
2023年３月31日現在

第93期
2024年３月31日現在

資産の部
流動資産 1,625,011 2,114,708
現金及び預金 985,713 1,460,213
売掛金 225,508 244,138
商品及び製品 65,359 56,805
仕掛品 72,702 68,146
原材料及び貯蔵品 58,123 61,492
前渡金 36,369 43,335
前払費用 5,298 6,002
関係会社短期貸付金 41,040 46,622
１年内回収予定の関係会社長期貸付金 27,000 14,000
預け金 23,575 24,625
未収入金 50,332 45,510
その他 33,992 43,820

固定資産 836,705 1,008,409
（有形固定資産） 368,126 422,325
建物（純額） 114,159 150,944
構築物（純額） 18,207 20,934
機械及び装置（純額） 105,088 106,426
車両運搬具（純額） 3,314 3,484
工具、器具及び備品（純額） 10,115 12,870
土地 79,202 78,493
建設仮勘定 32,179 41,530
その他（純額） 5,862 7,644

（無形固定資産） 86,555 114,059
ソフトウエア 46,109 43,806
その他 40,446 70,253

（投資その他の資産） 382,024 472,025
投資有価証券 3,847 6,390
関係会社株式 235,172 320,960
関係会社出資金 3,947 9,027
長期貸付金 2 2
関係会社長期貸付金 52,260 53,300
破産更生債権等 0 0
前払年金費用 5,584 4,023
繰延税金資産 74,133 70,697
その他 8,819 9,457
貸倒引当金 △46 △５
投資損失引当金 △1,694 △1,826

資産合計 2,461,716 3,123,117　

科目 (ご参考) 第92期
2023年３月31日現在

第93期
2024年３月31日現在

負債の部
流動負債 932,933 1,241,587
支払手形 236 373
買掛金 217,548 208,727
電子記録債務 18,007 27,759
１年内返済予定の長期借入金 44,900 59,000
１年内償還予定の社債 10,000 10,000
リース債務 1,527 1,758
未払金 20,312 27,429
未払費用 47,035 58,105
未払法人税等 24,893 80,549
前受金 50,459 44,159
預り金 387,263 565,992
賞与引当金 16,681 19,321
製品保証引当金 76,776 95,028
自動車環境規制関連引当金 4,930 18,671
工事損失引当金 8,550 8,588
環境対策引当金 50 －
その他 3,766 16,128

固定負債 356,832 481,135
社債 80,000 93,000
長期借入金 177,000 237,500
リース債務 4,536 5,393
製品保証引当金 83,159 121,634
自動車環境規制関連引当金 10,264 21,811
資産除去債務 16 16
その他 1,857 1,781

負債合計 1,289,765 1,722,722
純資産の部

株主資本 1,160,410 1,327,689
資本金 153,795 153,795
資本剰余金 160,071 160,071
資本準備金 160,071 160,071

利益剰余金 852,680 1,018,439
利益準備金 7,901 7,901
その他利益剰余金 844,779 1,010,538
土地圧縮積立金 1,341 1,341
別途積立金 35,335 35,335
繰越利益剰余金 808,103 973,862

自己株式 △6,136 △4,616
評価・換算差額等 11,541 72,706
その他有価証券評価差額金 11,541 72,706

純資産合計 1,171,951 1,400,395
負債・純資産合計 2,461,716 3,123,117　

計算書類
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損益計算書

損益計算書 (単位：百万円)

科目
（ご参考）第92期
2022年４月 1 日から
2023年３月31日まで

第93期
2023年４月 1 日から
2024年３月31日まで

売上高 2,174,178 2,573,824
売上原価 1,754,868 2,059,257

売上総利益 419,310 514,567
販売費及び一般管理費 238,965 282,468

営業利益 180,345 232,099
営業外収益 132,894 165,210
受取利息 17,192 40,981
受取配当金 104,386 86,144
為替差益 － 30,902
不動産賃貸料 2,852 2,771
デリバティブ評価益 5,186 －
その他 3,278 4,412

営業外費用 24,560 46,159
支払利息 9,576 23,722
減価償却費 3,036 4,719
為替差損 1,868 －
デリバティブ評価損 － 10,615
その他 10,080 7,103

経常利益 288,679 351,150
特別利益 3,972 1,111
固定資産売却益 3,768 898
貸倒引当金戻入額 199 41
その他 5 172

特別損失 6,491 7,855
固定資産除売却損 3,795 7,673
減損損失 2,369 －
投資損失引当金繰入額 308 131
その他 19 51

税引前当期純利益 286,160 344,406
法人税、住民税及び事業税 18,427 95,499
法人税等調整額 34,830 △23,406

法人税等合計 53,257 72,093
当期純利益 232,903 272,313
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株主資本等変動計算書

株主資本等変動計算書（2023年４月１日から2024年３月31日まで） （単位：百万円）
株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 そ の 他
資本剰余金

資本剰余金
合 計 利益準備金

その他利益剰余金 利益剰余金
合 計土地圧縮

積 立 金
別 途
積 立 金

繰越利益
剰 余 金

当期首残高 153,795 160,071 － 160,071 7,901 1,341 35,335 808,103 852,680
当期変動額
剰余金の配当 － － － － － － － △65,266 △65,266
当期純利益 － － － － － － － 272,313 272,313
自己株式の取得 － － － － － － － － －
自己株式の処分 － － 4 4 － － － － －
自己株式の消却 － － △41,292 △41,292 － － － － －
利益剰余金から
資本剰余金への振替 － － 41,288 41,288 － － － △41,288 △41,288

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） － － － － － － － － －

当期変動額合計 － － － － － － － 165,759 165,759
当期末残高 153,795 160,071 － 160,071 7,901 1,341 35,335 973,862 1,018,439

株主資本 評価・換算差額等
純資産合計

自己株式 株主資本合計 その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計
当期首残高 △6,136 1,160,410 11,541 11,541 1,171,951
当期変動額
剰余金の配当 － △65,266 － － △65,266
当期純利益 － 272,313 － － 272,313
自己株式の取得 △40,006 △40,006 － － △40,006
自己株式の処分 234 238 － － 238
自己株式の消却 41,292 － － － －
利益剰余金から
資本剰余金への振替 － － － － －

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） － － 61,165 61,165 61,165

当期変動額合計 1,520 167,279 61,165 61,165 228,444
当期末残高 △4,616 1,327,689 72,706 72,706 1,400,395
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市場価格のない
株式等以外のもの

…期末日の市場価格等に基づく時価法です。
（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算
定）

市場価格のない
株式等

…移動平均法による原価法です。

⑴ 商品及び製品 ……主として移動平均法による原価法です。
（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法
により算定）

⑵ 仕掛品、原材料及び貯蔵品……主として先入先出法による原価法です。
（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法
により算定）

個別注記表
（重要な会計方針に係る事項）

１. 有価証券の評価基準および評価方法
⑴ 満期保有目的の債券……償却原価法（定額法）です。
⑵ 子会社株式および関連会社株式…移動平均法による原価法です。
⑶ その他有価証券

２. 出資金の評価基準および評価方法
　移動平均法による原価法です。
　なお、組合への出資については、入手可能な直近の決算書を基礎とし持分相当額を純額で取り込む方法
によっています。

３. デリバティブ等の評価基準および評価方法
　時価法です。

４. 棚卸資産の評価基準および評価方法

５. 固定資産の減価償却方法
⑴ 有形固定資産（リース資産を除く）

　主に定額法を採用しています。
　なお、主な耐用年数は以下の通りです。

建物　　　　　　　　　　　…８～50年
構築物　　　　　　　　　　…７～50年
機械及び装置　　　　　　　…４～10年
車両運搬具　　　　　　　　…３～ ７年
工具、器具及び備品　　　　…２～10年

⑵ 無形固定資産（リース資産を除く）
　定額法を採用しています。
　なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（３年および５年間）に基づ
く定額法を採用しています。
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⑸ 自動車環境規制関連引当金 …　環境規制に対応する費用の発生に備えるため、当事業年度末における発生見
込額を計上しています。

⑻ 退職給付引当金または …
前払年金費用

　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務および
年金資産の見込額に基づき、当事業年度末において発生していると認められる
額を前払年金費用として計上しています。
１. 退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期
間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっています。

２. 過去勤務費用の費用処理方法
　過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の
年数（16年）による定額法により費用処理しています。

３. 数理計算上の差異の費用処理方法
　数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤
務期間以内の一定の年数（16年）による定額法により按分した額をそれぞ
れ発生の翌事業年度から費用処理することとしています。

⑶ リース資産
所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

…　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しています。
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

…　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しています。
６. 引当金の計上基準

⑴ 貸倒引当金 ……………　売上債権・貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績
率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、
回収不能見込額を計上しています。

⑵ 投資損失引当金 ………　子会社等への投資に対する損失に備えるため、投資先の財政状態および将来
の回復可能性等を考慮して引当計上しています。

⑶ 賞与引当金 ……………　従業員に対して支給する賞与に充てるため、会社が算定した当事業年度に負
担すべき支給見込額を計上しています。

⑷ 製品保証引当金 ………　販売した製品の保証修理費用の発生に備えるため、以下の金額の合計額を計
上しています。
１. 保証書の約款に従い、過去の実績を基礎に将来保証見込みを加味して算出

した費用見積額
２. 主務官庁への届出等に基づくリコール関連費用として算出した見積額

⑹ 工事損失引当金 ………　航空宇宙事業の受注工事の損失に備えるため、当事業年度末における未引渡
工事のうち、損失の発生が見込まれ、かつ、損失金額を合理的に見積ることが
できる工事について、当該損失見込額を計上しています。

⑺ 環境対策引当金 ………　環境対策工事等を目的とした費用の発生に備えるため、当事業年度末におけ
る発生見込額を計上しています。
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繰延税金資産 70,697百万円

製品保証引当金 216,662百万円

７. 収益および費用の計上基準
　当社は、顧客との契約における履行義務を識別し、収益を、顧客への財またはサービスの移転と交換に
企業が権利を得ると見込んでいる対価の金額で認識しています。また、顧客との契約における対価に変動
対価が含まれている場合には、変動対価に関する不確実性がその後に解消される際に、認識した収益の累
計額の重大な戻入れが生じない可能性が非常に高い範囲でのみ、取引価格に含めています。
　収益は、顧客との契約における履行義務の充足に従い、一時点または一定期間にわたり認識していま
す。
　自動車事業では、新車販売については、新車の引渡時点において顧客が当該車両に対する支配を獲得す
ることから、履行義務が充足されると判断しており、当該車両の引渡時点で収益を認識しています。
　航空宇宙事業では請負契約を顧客と締結しています。請負契約の工事に係る収益については、履行義務
の進捗に応じて収益認識しています。進捗度の測定は、発生したコストに基づいたインプット法などによ
り行っています。請負契約に係る対価の支払は、通常、顧客との契約に基づき段階的に行われています。

８. 外貨建の資産および負債の本邦通貨への換算の基準
　外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理してい
ます。

９. その他計算書類作成のための基本となる事項
⑴ 退職給付に係る会計処理

　退職給付に係る未認識数理計算上の差異、未認識過去勤務費用の会計処理の方法は、連結計算書類に
おけるこれらの会計処理の方法と異なっています。

⑵ 金額表示の単位
　金額表示の単位については、四捨五入により表示しています。

⑶ グループ通算制度の適用
　グループ通算制度を適用しています。

（収益認識に関する注記）
　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、連結計算書類「連結注記表（収益認識
に関する注記）」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しています。

（会計上の見積りに関する注記）
　会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目であって、翌事業年度に係る計算
書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次の通りです。

　繰延税金資産の認識は、将来の事業計画に基づく課税所得の発生時期および金額によって見積っています。
当該見積りは、将来の不確実な経済条件の変動などによって影響を受ける可能性があり、実際に発生した課税
所得の時期および金額が見積りと異なった場合、翌事業年度の計算書類において、繰延税金資産の金額に重要
な影響を与える可能性があります。

　当社は、製品販売時に付与した保証約款に基づく製品保証とともに、主務官庁への届出等に基づいて個別に
無償の補修を行っています。
　保証約款に基づく製品保証の対象は、各国における保証約款に基づき、期間および走行距離や不具合の原因
等により決定しています。
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１. 有形固定資産に対する減価償却累計額 684,859百万円

関係会社に対する短期金銭債権 260,729百万円
関係会社に対する短期金銭債務 627,046百万円
関係会社に対する長期金銭債権 54,205百万円

スバル　オブ　アメリカ　インク 41,623百万円
従業員 2,285百万円
スバル興産株式会社 825百万円
タンチョン　スバル　オートモーティブ（タイ） 508百万円

合計 45,241百万円

　保証約款に基づく製品保証の保証修理費用は、製品を販売した時点で引当金を認識しており、保証期間内に
不具合が発生して部品を修理または交換する際に発生する費用の総額について、過去の補修実績、過去の売上
台数を基礎として将来の発生見込みに基づく最善の見積りにより引当計上しています。
　主務官庁への届出等に基づく保証修理費用については、支出が発生する可能性が高く、合理的な見積りがで
きる場合に引当金を認識しており、製品の不具合に関する過去の経験を基礎として算定した台当たり補修費用
等および対象台数に基づく最善の見積りにより引当計上しています。
　発生が見込まれる保証修理費用について、現在入手可能な情報に基づき必要十分な金額を引当計上している
と考えていますが、製品保証引当金の計算では将来複数年にわたり生じる保証修理費用を予測しているため、
実際の保証修理費用が見積りと乖離することにより、製品保証引当金を追加計上する必要が生じる可能性があ
ることから、計算書類に重要な影響を与える可能性があります。

（貸借対照表関係）

２. 有形固定資産の貸借対照表計上額は、国庫補助金等による圧縮記帳額6,604百万円を直接控除して表示し
ています。

３. 担保に供している資産および担保付債務
土地33百万円は、関係会社の長期借入金および預り保証金等1,503百万円の担保に供しています。

４. 関係会社に対する金銭債権および金銭債務

５. 偶発債務
⑴ 金融機関からの借入金等に対する保証債務

⑵ その他の偶発債務
　2016年５月４日のタカタ株式会社（現・TKJP株式会社）の米国子会社とＮＨＴＳＡ（米国運輸省道路
交通安全局）との修正合意内容、2016年５月27日の国土交通省の「タカタ製エアバッグ・インフレータ
に係るリコールの拡大スケジュールについて」およびこれら両当局からの要請を踏まえたその他地域（中
国および豪州他）における対応方針に基づいたタカタ製エアバッグインフレータに関する市場措置範囲拡
大に伴う費用について、金額を合理的に見積ることができる費用については計上しています。しかしなが
ら、今後新たな事象の発生などにより追加的な計上が必要となる可能性があります。

６. 損失が見込まれる工事契約に係る棚卸資産と工事損失引当金は、相殺せずに両建てで表示しています。
損失が見込まれる工事契約に係る棚卸資産のうち、工事損失引当金に対応する額は3,347百万円（すべて

仕掛品）です。
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営業取引による取引高　　　売上高 2,152,623百万円
仕入高 514,114百万円
その他取引高 45,734百万円

営業取引以外の取引高　　　収益 90,444百万円
費用 24,393百万円

2024年３月31日現在
（単位：百万円）

繰延税金資産
製品保証引当金 66,082
未払費用 17,412
株式評価損 10,496
退職給付引当金繰入限度超過 8,318
賞与引当金 5,893
固定資産の減価償却費等 5,186
繰越外国税額控除 4,842
未払事業税 4,101
棚卸資産 3,688
貸倒引当金繰入限度超過 813
繰延費用 278
その他 2,408
繰延税金資産小計 129,517
評価性引当額 △25,418
繰延税金資産合計 104,099

繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 △31,908
前払年金費用 △887
圧縮積立金 △588
その他 △19
繰延税金負債合計 △33,402
繰延税金資産の純額 70,697

（損益計算書関係）
１. 売上原価

　工事損失引当金繰入額として38百万円が売上原価に含まれています。
２. 関係会社との取引高

（株主資本等変動計算書関係）
当事業年度末における自己株式の種類及び株式数

普通株式……………………………………………………… 1,707,449株

（税効果会計関係）
１. 繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
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法定実効税率 30.5％
（調整）

評価性引当額 △0.4％
配当金益金不算入 △7.0％
試験研究費税額控除 △4.1％
特定外国子会社等合算所得 1.2％
その他 0.7％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 20.9％

（単位：百万円）

属性 会社等の名称
議 決 権 等 の
所有(被所有)
割 合

関連当事者との関係 取引の内容 取引金額 科 目 期末残高

子 会 社 スバルファイナンス株式会社 所有
直接 100％

当社製自動車に関
わる販売金融業務
および当社製品の
リース業務

資 金 の 貸 付 （ 注 １ ) 499,575 貸 付 金 113,922

貸 付 の 返 済 （ 注 １ ) 504,993

子 会 社 ス バ ル 　 オ ブ
ア メ リ カ 　 イ ン ク

所有
間接 100％

当社製自動車、スバル　オ
ブ　インディアナ　オート
モーティブ　インク製自動
車および部品の販売
役員の兼任

製 品 の 販 売 1,233,845 売 掛 金 78,116

製 品 の 仕 入 等 106,201 買 掛 金 23,183

余剰資金の
受入
（注２）

受入 303,023 預 り 金 369,408

支 払 利 息 15,394

債 務 保 証 等 （ 注 ３ ） 41,623

子 会 社
ス バ ル 　 オ ブ
イ ン デ ィ ア ナ
オ ー ト モ ー テ ィ ブ
イ ン ク

所有
間接 100％

当社製自動車生産部
品の購入、スバル　
オブ　アメリカ　イ
ンク他への完成車の
製造販売
役員の兼任

製 品 の 販 売 321,641 売 掛 金 33,197

余剰資金の
受入
（注２）

受入 121,632 預 り 金 193,687

支 払 利 息 7,345

２. 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

３. 法人税および地方法人税の会計処理またはこれらに関する税効果会計の会計処理
　当社は、グループ通算制度を適用しています。また、「グループ通算制度を適用する場合の会計処理
及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第42号　2021年８月12日）にしたがって、法人税および地
方法人税の会計処理またはこれらに関する税効果会計の会計処理ならびに開示を行っています。

（関連当事者との取引）

取引条件および取引条件の決定方針等
（注１）スバルファイナンス株式会社に対する資金の貸付については、市場金利を勘案して決定されています。

なお、担保は受け入れていません。
（注２）余剰資金の受入は、当社グループで運用しているＣＭＳ（キャッシュ・マネジメント・システム）に

係る取引です。なお、取引金額は期中平均残高を記載しています。支払利息については、市場金利を
勘案して決定されています。

（注３）スバル　オブ　アメリカ　インクの金融機関からの借入等につき、保証を行っています。
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個別注記表

１. １株当たり純資産額 1,861円75銭
２. １株当たり当期純利益

　１株当たり当期純利益 359円89銭
　潜在株式調整後１株当たり当期純利益 359円87銭

（１株当たり情報）

（重要な後発事象）
（自己株式の取得および消却）

　当社は、2024年５月13日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用さ
れる同法第156条の規定に基づき自己株式取得に係る事項、および会社法第178条の規定に基づき自己株式
消却に係る事項について決議しました。
１. 自己株式の取得および消却を行う理由

　資本効率の向上を目的として自己株式の取得および消却を行います。
２. 取得の内容

⑴ 取得対象株式の種類　：当社普通株式
⑵ 取得し得る株式の総数：2,300万株（上限）

（発行済株式総数（自己株式を除く）に対する割合：3.1％）
⑶ 株式の取得価額の総額：60,000百万円（上限）
⑷ 取得期間　　　　　　：2024年５月14日～2024年12月30日（予定）
⑸ 取得方法　　　　　　：東京証券取引所における市場買付

（自己株式取得に係る取引一任契約に基づく市場買付け）
３. 消却の内容

⑴ 消却対象株式の種類　：当社普通株式
⑵ 消却し得る株式の総数：2,300万株（上記２．により取得した自己株式全数）
⑶ 消却予定日　　　　　：未定

－ 53 －



2024/05/17 12:35:17 / 23069813_株式会社ＳＵＢＡＲＵ_招集通知

連結計算書類に係る会計監査報告

有限責任 あずさ監査法人　東京事務所
指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 服  部  將  一
指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 蓮  見  貴  史
指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 安  﨑  修  二

独立監査人の監査報告書
2024年５月13日

株式会社ＳＵＢＡＲＵ
　取締役会　御中

監査意見
　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社ＳＵＢＡＲＵの2023年４月１日から2024年３月31日ま
での連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結財政状態計算書、連結損益計算書、連結持分変動計算書及び連結注記表
について監査を行った。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、会社計算規則第120条第１項後段の規定により定められた、国際会計基準で求め
られる開示項目の一部を省略した会計の基準に準拠して、株式会社ＳＵＢＡＲＵ及び連結子会社からなる企業集団の当該連
結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における当
監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業
倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たし
ている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することに
ある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行
を監視することにある。
　当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載
内容に対して意見を表明するものではない。
　連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容
と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのよう
な重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告する
ことが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、連結計算書類を会社計算規則第120条第１項後段の規定により定められた、国際会計基準で求められる
開示項目の一部を省略した会計の基準により作成し、適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚
偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含ま
れる。
　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適切であるかどう
かを評価し、会社計算規則第120条第１項後段の規定により定められた、国際会計基準で求められる開示項目の一部を省略
した会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

監査報告
連結計算書類に係る会計監査報告
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連結計算書類に係る会計監査報告

連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重要な虚偽表示が
ないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明すること
にある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決
定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家として
の判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案

し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠
を入手する。

・連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の
実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連
する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、
継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付け
る。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を
喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事
項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、
将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・連結計算書類の表示及び注記事項が、会社計算規則第120条第１項後段の規定により定められた、国際会計基準で求めら
れる開示項目の一部を省略した会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の
表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を入手す
る。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対し
て責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重
要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並び
に監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は
阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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計算書類に係る会計監査報告

有限責任 あずさ監査法人　東京事務所
指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 服  部  將  一
指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 蓮  見  貴  史
指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 安  﨑  修  二

独立監査人の監査報告書
2024年5月13日

株式会社ＳＵＢＡＲＵ
　取締役会　御中

監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社ＳＵＢＡＲＵの2023年４月１日から2024年３月
31日までの第93期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びに
その附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算
書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における当
監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫
理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法
人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することに
ある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行
を監視することにある。
　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内
容に対して意見を表明するものではない。
　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と
計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重
要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告する
ことが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成し適正に表示
することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が
必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切であるかどうかを
評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要があ
る場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

計算書類に係る会計監査報告
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計算書類に係る会計監査報告

計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がな
いかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を表明することにあ
る。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影
響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家として
の判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案

し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠
を入手する。

・計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実
施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連
する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継
続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。
継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起す
ること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を
表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象
や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどうか
とともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象
を適正に表示しているかどうかを評価する。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重
要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並び
に監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は
阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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監査役会の監査報告

監　査　報　告　書
　当監査役会は、2023年４月１日から2024年３月31日までの第93期事業年度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が
作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。
1． 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

⑴ 監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を受けるほか、取
締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

⑵ 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、取締役、内部監査部門
その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施い
たしました。

① 取締役会その他重要な会議に出席し取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて
説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。
また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から
事業の報告を受けました。

② 事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式会社
及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及
び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制シス
テム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明
を求め、意見を表明いたしました。

③ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監査人か
らその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が
適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理
基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めま
した。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本
等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結財政状態計算書、連結損益計算書、連結持分
変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。

2． 監査の結果
⑴ 事業報告等の監査結果

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められません。
③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに関する事業

報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。
⑵ 計算書類及びその附属明細書の監査結果

　会計監査人 有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。
⑶ 連結計算書類の監査結果

　会計監査人 有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。
2024年５月13日

　監査役会
常勤監査役 加　藤　洋　一
常勤監査役 堤　　 ひ ろ み
監査役(社外監査役) 古　澤　ゆ　り
監査役(社外監査役) 桝　田　恭　正

　

監査役会の監査報告

以　上
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